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明 細 書

発明の名称 ：照明装置、およびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、配線機能を具備するコー ドを備えた照明装置、およびその製造

方法に関する。

背景技術

[0002] 近年、平面型の光源装置の一つとして、有機エ レク トロル ミネッセンス素

子 （以下、有機 E L 素子 という）を用いた光源装置が注 目を集めている。有

機 E L 素子を用いた光源装置は、自発光、広視野角、および高速応答性等の

種々の優れた特性を有する。

[0003] 有機 E L 素子 とは、一般的には、透明電極である第一電極 （陽極）と、反

射電極である第二電極 （陰極）との間に発光層を有する有機層を配 した構造

を透明基板上に設けている。また、当該有機層は、発光層以外に、正孔輸送

層、および電子輸送層等を有 しているものが一般的である。このような構成

の有機 E L 素子の第一電極 と第二電極 との間に数ポル 卜の電圧を印加するこ

とによって、第一電極か ら有機層に注入 された正孔と、第二電極か ら有機層

に注入 された電子 とが発光層内で再結合する。発光層内で正孔と電子 とが再

結合すると、エキシ トンが生成 され、当該エキシ トンが基底状態に戻る際に

発光する。有機 E L 素子はこのようなメカニズムで発光する素子である。ま

た、有機 E L 素子が発 した光を第一電極および透明基板側か ら取 り出すタイ

プはポ トムェミッシ ョン型、逆に、有機 E L 素子が発 した光を第二電極側か

ら取 り出すタイプは トップェミッシ ョン型と呼ばれる。

[0004] 有機 E L 素子を光源装置に用いるにあた り、有機 E L 素子の大面積化が求

め られる。ここで、有機 E L 素子の製造方法の一つとして真空プロセスが挙

げられるが、当該真空プロセスでは、大型の有機 E L 素子を作製するのが困

難である。これは、大型基板を使用 して有機 E L 素子を作製することが技術

上難 しく、膨大なタク トタイムを要 して しまうためである。また、大型の有



機 E L 素子を作製する製造装置を導入するためのコス ト、更に当該製造装置

のランニングコス トが大きい。特に、第 8 世代および第 1 0 世代の基板での

有機 E L 素子の作製報告例は未だない。

[0005] —方、有機 E L 素子の他の製造方法として、ウエットプロセスが挙げられ

るが、当該ウエットプロセスでも、真空プロセスと同様に、大型の有機 E L

素子を作製することが技術上困難である。また、ウエットプロセスは真空プ

口セスと比較して技術開発が数年遅れており、その性能が劣るため、大型の

有機 E L 素子の作製において、真空プロセスの代替方法として用いるには課

題が多い。

[0006] 上記のような問題を解決するために、中規模の真空製膜装置によって作製

した小面積の有機 E L 素子を複数搭載することによって大型の光源装置を作

製する方法が最近では採られている。帯状の有機 E L 素子を複数搭載した光

源装置は、その形状からブライン ド型照明装置等と呼ばれ、平面型の光源装

置として普及しつつある。ここで、ブライン ド型照明装置とは、窓に設置す

ることによって採光量を調節することができるいわゆるブライン ド （スクリ

ーンと称する場合もある）機能に加えて、照明機能も兼ね備えた装置のこと

である。

[0007] このようなブライン ド型照明装置の一例として、特許文献 1 には、太陽電

池が生成した電気エネルギーを利用して発光する発光体を搭載した複数のス

ラット （= 羽根）を集積 したブライン ド型照明装置が開示されている。図 1

5 は、特許文献 1 のブライン ド装置の構成を説明する要部斜視図である。ブ

ライン ド装置 1 0 0 は、図 1 5 に示すスラット1 0 2 を多数水平に並設させ

た横型ブライン ドであり、各スラット1 0 2 には巻き上げ紐 1 0 9 が結合し

て各スラット1 0 2 を巻き上げ自在に構成されており、更に各スラット1 0

2 にラダ一コ一 ド1 0 8 が結合していて前後に回動自在に構成されている。

[0008] スラット1 0 2 は、太陽エネルギーを電気エネルギーに変換する太陽電池

1 0 3 と、太陽電池 1 0 3 で変換された電気エネルギーを蓄えるシー ト状ポ

リマ一二次電池 1 0 4 と、シ一 ト状ポリマ一二次電池 1 0 4 からの電圧供給



で発 光 す る シ一 ト状 面発 光体 1 0 5 とが この順 で積 層 され た 3 層構 造 をな し

て い る。太 陽 電 池 1 0 3 は、光 エネル ギー を直接 、電 気 エネル ギー に変換 し

、変換 した 電 気 エネル ギー を シー ト状 ポ リマー 二次 電 池 1 0 4 へ 蓄 電す るた

め の端 子 を備 えて い る。 シー ト状 ポ リマー 二次 電 池 1 0 4 は、 固体 の ポ リマ

一 か らな る固体 電解 質 を有 して お り、太 陽 電 池 1 0 3 に よ って変換 され た 電

気 エネル ギー を蓄積 し、蓄積 した 電 気 エネル ギー を シー ト状 面発 光体 1 0 5

に供給 す るた め の端 子 を備 えて い る。 シー ト状 面発 光体 1 0 5 は、有機 薄膜

を電界 発 光 層 に用 い る有機 E L 素 子 等 で あ る。 シー ト状 面発 光体 1 0 5 に は

電圧 供給 を受 けるた め の端 子 が設 け られ て お り、 シ一 ト状 ポ リマー 二次 電 池

0 4 か ら蓄積 した 電 気 エネル ギー の供給 を受 ける ことで発 光 す る。

[0009] また 、各 ス ラ ッ ト1 0 2 か らは、 シ一 ト状 面発 光体 1 0 5 の発 光 を制御 す

る信 号 を送 るた め の 電線 1 0 6 が ス ラ ッ ト1 0 2 の短 辺側 に配 設 され て お り

され 、 さ らに各 電線 1 0 6 はス ィ ッチ 1 0 7 と接続 され て い る。

[001 0] この よ うな ブライ ン ド装置 1 0 0 を、室 内の 窓側 近傍 へ 設置 し、各 ス ラ ッ

ト1 0 2 の太 陽 電 池 1 0 3 側 を太 陽光 を受光 で き る方 向 に配置 し、 受光 した

太 陽光 の太 陽 エネル ギー を電 気 エネル ギー へ 変換 し、 それ を シー ト状 ポ リマ

一 二 次 電 池 1 0 4 で蓄 電 し、 シー ト状 面発 光体 1 0 5 へ 電圧 を供給 す る こと

で発 光 を行 う。

先行技術文献

特許 文献

[001 特 許 文献 1 ：日本 国公 開特 許 公報 「特 開 2 0 0 1 - 8 2 0 5 8 号 公報 （2 0 0

1 年 3 月 2 7 日公 開） 」

発 明の概 要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[001 2] しか しなが ら、 図 1 5 に示 した特 許 文献 1 の ブライ ン ド型照 明装置 は、各

ス ラ ッ トを支 え る巻 き上 げ紐 1 0 9 と、各 ス ラ ッ ト1 0 2 に電圧 を印加 す る

配 線 1 0 6 と、 ラ ダ一 コー ドと力、 それ ぞれ 別体 で設 け られ て い る。 これ ら



が それ ぞれ 別体 で ある と、構 成 が複 雑 化す るだ けでな く、特 に照 明機 能 に注

目 して考 えれ ば、巻 き上 げ紐 1 0 9 と、配線 1 0 6 と、 ラダ一 コー ドとは、

いずれ も照 明 に直接 関係 す る部材 で はな いため 、 この よ うな構 成 が 多数配設

され て いる ことに よ って、照 明 を妨害す る ことにな るため望 ま しくな い。

[001 3] また 、図 1 5 に示 した特許 文献 1 の ブライ ン ド型照 明装置 は、配線 1 0 6

が ス ラ ッ ト1 0 2 の短 辺側 近傍 に設 け られ て いる。図 1 5 の よ うに配線 1 0

6 が ス ラ ッ ト1 0 2 末 端 に一か所 しか設 けて いな いの で、配線 1 0 6 とス ラ

ッ ト1 0 2 内の導 電部材 （電極 ） との間の距離 が長 くな り電圧 降下現 象 が生

じて しま う。 この よ うな電圧 降下現 象 は、発 光斑 を生 じる原 因 とな る。

[001 4] また 、そ もそ も、図 1 5 に示 した特許 文献 1 の ブライ ン ド型照 明装置 は、

太 陽光 の太 陽 エネル ギー に基 づ いて発 光す る構 成 で あるため 、天候 な ど外部

環境 に影響 を受 け易 く、安定 した電 力供給 が難 しい。

課題を解決するための手段

[001 5 ] 本発 明 は、上記従 来の 問題 点 に鑑み な され た もの で あ って、その 目的 は、

ブライ ン ドと して機 能 しなが ら照 明 と して も十分機 能 し、大 面積 の照 明機器

を容 易 に実現 す る ことが で きる照 明装置 、 お よびその製造方法 を提 供す る こ

とに ある。

[001 6 ] す なわ ち、本発 明 に係 る照 明装置 は、上記 の課題 を解 決す るため に、

電極 が設 け られ て いて 当該 電極 に電圧 が供給 され る ことに よ って発 光す る

発 光素子 を有 して いる、帯状 をな した複 数 の照 明パ ネル と、

上記複 数 の照 明パ ネル を保持 し、各上記照 明パ ネル 同士が その長軸 方 向 を

揃 えて平行 に配列 して いる状態 にお いて、 当該配列方 向に沿 って配設 され て

いる巻 き取 りコ一 ドで あ って、 当該配列 の長 さを調整す る ことが で きるよ う

に構 成 され た巻 き取 りコー ドと、

上記複 数 の照 明パ ネル を支 えつつ、 当該照 明パ ネル の表 面角度 を可 変 させ

る支持 コー ドと、

を備 えた照 明装置 で あ って、

上記支持 コ一 ドは、各照 明パ ネル の長軸 方 向に沿 って対 向す る 2 つの長 辺



の うちの一方の長辺側 において上記配列方向に沿 って配設 され る第 1 の コー

ドと、当該第 1 の コー ドと対をな し、上記 2 つの長辺の うちの他方の長辺側

において上記配列方向に沿 って配設 され る第 2 の コー ドとを有 してお り、

上記第 1 の コ一 ドと上記第 2 の コ一 ドとはともに導電性 を有 してお り、当

該第 1 の コー ドおよび当該第 2 の コー ドの導電部分 と上記発光素子に設 けら

れた上記電極 とが電気的に接続 してお り、

上記第 1 の コー ドには正極の電圧が印加 され るように、且つ、上記第 2 の

コ一 ドには負極の電圧が印加 され るように構成 されてお り、

上記発光素子の上記電極 は、陽極 および陰極であ り、

上記発光素子は、

上記支持 コ一 ドの上記第 1 の コー ドが配設 されている上記照明パネルの

上記一方の長辺側 に、上記陽極、および、上記陽極 と上記第 1 の コー ドとを

電気的に接続す るための接続部が設 けられてお り、

上記支持 コ一 ドの上記第 2 の コー ドが配設 されている上記照明パネルの

上記他方の長辺側 に、上記陰極、および、上記陰極 と上記第 2 の コー ドとを

電気的に接続す るための接続部が設 けられていることを特徴 と している。

[001 7] 上記の構成によれ ば、複数の照明パネルは巻 き取 りコ 一 ドによって保持 さ

れている。また、当該巻 き取 りコー ドは、のびている長 さを変えることがで

きる。巻 き取 りコー ドの長 さが可変す ることによって、配列 している照明パ

ネルの長 さを調整す ることができる。具体的には、巻 き取 りコー ドは、 ロッ

ドのような器具によって巻 き取れ られた り、繰 り出 された りす ることによつ

て、長 さを可変す る。

[001 8 ] 複数の照明パネルは、支持 コー ドによって支 え られている。支持 コー ドは

ロッ ドのような器具によって動か され ることによって、或 る方向に対す る照

明パネルの表面角度 を可変 させ ることができる。 この支持 コ一 ドは一般的な

ブライン ド装置 において用 い られ るラダ一 コ 一 ドに相 当す る。

[001 9] すなわち、本発明に係 る照明装置では、器具によって各照明パネルの配置

位置 を調整す ることができる。具体的には、当該器具で巻 き取 りコー ド、及



び、支持コー ドを移動させることによって、複数の照明パネルの配置位置、

及び、傾きを調整することができる。

[0020] 例えば、マルチロッ ド式の照明装置では、上記器具として、ロッ ド等を適

用することができる。

[0021 ] そ して、本発明に係る照明装置において注目すべき構成は、支持コー ドが

発光素子の電極に対 して電圧を供給することができるように構成されており

、正極の電圧が上記第 1 のコー ドに印加され、負極の電圧が上記第 2 のコー

ドに印加されるように構成されている点にある。すなわち、支持コー ドが配

線機能を兼ね備えている。

[0022] 従来では、各照明パネルを支える支持コー ドと、各照明パネルに電圧を印

加する配線コー ドとが別々に、また、照明パネルの短辺側外側に設けられて

いた。パネル末端に一か所 しか配線として設けていないことにより、電圧降

下現象が生 じ、発光斑が出来て しまう恐れがある。 しか しながら、本発明の

上記構成によれば、照明パネルを支え、且つ、傾きを変える支持コー ドに、

各照明パネルに電力を供給する配線機能を付加させている。

[0023] これによつて、支持コー ドと、各照明パネルに電圧を印加する配線コー ド

とを別々に構成する従来のものに比べて、構成を簡略化することができる。

また、配線コ一 ドを別途設けることによる照明パネルの発光の遮断がなく、

照明装置を設置 した部屋の照度を効率良く高めることが出来る。

[0024] また上記照明パネルには、上記支持コ一 ドの上記第 1 のコー ドが配設され

ている上記照明パネルの上記一方の長辺側に、上記陽極と上記第 1 のコー ド

とを電気的に接続するための陽極側接続部が設けられており、上記支持コ一

ドの上記第 2 のコー ドが配設されている上記照明パネルの上記他方の長辺側

に、上記陰極と上記第 2 のコー ドとを電気的に接続するための陰極側接続部

が設けられている。有機 E L 等を用いた発光素子では、発光層の上下にそれ

ぞれ正負 （陽陰）の電極を配置 し、該電極間に電流を流すことにより発光さ

せる構成になっている。発光は上下方向の一方から取 り出すことになるため

、少なくとも光取 り出 し側の電極には酸化物等の透明電極を用いる必要があ



る。しかしながら、酸化物等の透明電極はA I 等の金属電極に比べると導電

率が悪い。そのため、このような透明電極は、電源供給配線とのコンタク ト

部から離れるに従って、電極の抵抗による電圧降下が大きくなるため発光輝

度が低下する。しかしながら、本発明の上記の構成によれば、照明パネルの

長辺側に電源が供給されることになるので、長辺方向での電圧降下による輝

度の低下を抑えることができる。

[0025] また、上記の効果と共に、小型の発光素子 （有機 E L 素子）を複数搭載し

た照明パネルを複数配置することによって、大面積の集積型照明装置が実現

され、製造コス トも低く抑えることができる。

[0026] また、本発明に係る照明装置の製造方法は、上記の課題を解決するために

電極が設けられていて当該電極に電圧が供給されることによって発光する

発光素子を有している、帯状をなした複数の照明パネルと、

上記複数の照明パネルを保持し、上記複数の照明パネル同士がその長軸方

向を揃えて平行に配列している状態において、当該配列方向に沿って配設さ

れている巻き取りコ一 ドであって、当該配列の長さを調整することができる

ように構成された巻き取りコー ドと、

上記複数の照明パネルを支えつつ、当該照明パネルの表面角度を可変させ

る支持コー ドと、

を備えた照明装置の製造方法であって、

上記発光素子を配設した上記照明パネルを形成する照明パネル形成工程と

導電性を有する支持コー ドを準備 し、当該支持コー ドの導電部分と、上記

発光素子の電極とを接続する接続工程とを含み、

上記接続工程では、配列している各照明パネルの長軸方向に沿って対向す

る2 つの長辺のうちの一方の長辺側において上記配列方向に沿って配設され

る第 1のコー ドと、当該第 1のコー ドと対をなし、上記 2 つの長辺のうちの

他方の長辺側において上記配列方向に沿って配設される第 2 のコー ドとを有



する上記支持コ一 ドを準備 して、正極の電圧が上記第 1 のコー ドに印加され

るように、且つ、負極の電圧が上記第 2 のコー ドに印加されるように配設 し

上記照明パネル形成工程では、上記電極として陽極および陰極を有 した上

記発光素子を形成 し、上記支持コ一 ドの上記第 1 のコー ドが配設されている

上記照明パネルの上記一方の長辺側に、上記陽極、および、上記陽極と上記

第 1 のコー ドとを電気的に接続するための接続部を形成 し、上記支持コ一 ド

の上記第 2 のコー ドが配設されている上記照明パネルの上記他方の長辺側に

、上記陰極、および、上記陰極と上記第 2 のコー ドとを電気的に接続するた

めの接続部を形成することを特徴としている。

[0027] 上記の方法によれば、複数の照明パネルの傾きを変える支持コー ドに、各

照明パネルに電力を供給する配線機能を付加させている。これによつて、配

線コー ドを別途設ける場合と比較 して当該配線コ一 ドによる照明パネルの発

光の遮断を回避することができ、照明装置を設置 した部屋を高い照度で照明

することができる。

[0028] また、小型の発光素子 （有機 E L 素子）を複数搭載 した照明パネルを複数

配置することによって、大面積の集積型照明装置が実現され、製造コス トも

低 く抑えることができる。

[0029] また、本発明に係る照明装置の製造方法は、上記の構成に加えて、

上記照明パネル形成工程には、少なくとも陽極、発光領域を含む有機層、

および陰極をこの順で基板上に形成 した有機エレク ト口ル ミネッセンス素子

を上記発光素子として形成する有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程

が含まれており、

有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程は、上記有機エレク トロル ミ

ネッセンス素子を口一ルツゥロール法によって形成することが好ましい。

[0030] 上記の方法によれば、大面積の集積型照明装置が実現され、製造コス トも

低 く抑えることができる。

[0031 ] 本発明の他の目的、特徴、および優れた点は、以下に示す記載によって十



分分かるであろう。また、本発明の利点は、添付図面を参照 した次の説明で

明白になるであろう。

発明の効果

本発明の照明装置 は、以上のように、

電極が設 けられていて当該電極 に電圧が供給 され ることによって発光す る

発光素子 を有 している、帯状 をな した複数の照明パネル と、

上記複数の照明パネル を保持 し、各上記照明パネル同士がその長軸方向を

揃 えて平行に配列 している状態において、当該配列方向に沿 って配設 されて

いる巻 き取 りコ一 ドであって、当該配列の長 さを調整す ることができるよう

に構成 された巻 き取 りコー ドと、

上記複数の照明パネル を支 えつつ、当該照明パネルの表面角度 を可変 させ

る支持 コー ドと、

を備 えた照明装置であって、

上記支持 コ一 ドは、各照明パネルの長軸方向に沿 って対向す る 2 つの長辺

の うちの一方の長辺側 において上記配列方向に沿 って配設 され る第 1 の コー

ドと、当該第 1 の コー ドと対をな し、上記 2 つの長辺の うちの他方の長辺側

において上記配列方向に沿 って配設 され る第 2 の コー ドとを有 してお り、

上記第 1 の コ一 ドと上記第 2 の コ一 ドとはともに導電性 を有 してお り、当

該第 1 の コー ドおよび当該第 2 の コー ドの導電部分 と上記発光素子に設 けら

れた上記電極 とが電気的に接続 してお り、

上記第 1 の コー ドには正極の電圧が印加 され るように、且つ、上記第 2 の

コ一 ドには負極の電圧が印加 され るように構成 されてお り、

上記発光素子の上記電極 は、陽極 および陰極であ り、

上記発光素子は、

上記支持 コ一 ドの上記第 1 の コー ドが配設 されている上記照明パネルの

上記一方の長辺側 に、上記陽極、および、上記陽極 と上記第 1 の コー ドとを

電気的に接続す るための接続部が設 けられてお り、

上記支持 コ一 ドの上記第 2 の コー ドが配設 されている上記照明パネルの



上記他方の長辺側に、上記陰極、および、上記陰極と上記第 2 のコー ドとを

電気的に接続するための接続部が設けられていることを特徴としている。

[0033] また、本発明の照明装置の製造方法は、以上のように、

上記発光素子を配設した上記照明パネルを形成する照明パネル形成工程と

導電性を有する支持コー ドを準備 し、当該支持コー ドの導電部分と、上記

発光素子の電極とを接続する接続工程とを含み、

上記接続工程では、配列している各照明パネルの長軸方向に沿って対向す

る2 つの長辺のうちの一方の長辺側において上記配列方向に沿って配設され

る第 1のコー ドと、当該第 1のコー ドと対をなし、上記 2 つの長辺のうちの

他方の長辺側において上記配列方向に沿って配設される第 2 のコー ドとを有

する上記支持コ一 ドを準備 して、正極の電圧が上記第 1のコー ドに印加され

るように、且つ、負極の電圧が上記第 2 のコー ドに印加されるように配設し

上記照明パネル形成工程では、上記電極として陽極および陰極を有した上

記発光素子を形成し、上記支持コ一 ドの上記第 1のコー ドが配設されている

上記照明パネルの上記一方の長辺側に、上記陽極、および、上記陽極と上記

第 1のコー ドとを電気的に接続するための接続部を形成し、上記支持コ一 ド

の上記第 2 のコー ドが配設されている上記照明パネルの上記他方の長辺側に

、上記陰極、および、上記陰極と上記第 2 のコー ドとを電気的に接続するた

めの接続部を形成することを特徴としている。

[0034] 上記の構成によれば、各照明パネルを支えている支持コー ドが、各照明パ

ネルに電力を供給する配線としての機能を具備 している。そのため、専用配

線を敷設する必要が無くなり、当該配線コ一 ドが照明パネルの発する光を遮

断することなく、照明装置を設置 した部屋を照らし、高い照度を齎すことが

出来る。また、デザインの幅も広がり、多様化も図れる。本構成により、照

明装置の低コス ト製造が可能となる。また、大型の有機 E L 装置の作製が困

難を極める中、小型の発光素子 （有機 E L 素子）を複数搭載することによつ



て大面積の集積型照明装置が実現 され、更に製造 コス トも低 く抑 えることが

できる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 本発 明の一実施形態に係 る有機 E L 照明装置 を示す概略図である。

[図2] 本発 明の一実施形態に係 る有機 E L パネル を示す概略図である。

[図3] 本発 明の一実施形態に係 る照明パネル とラダー コ一 ド及び昇降 コ一 ドの

位置関係 を示す概略図である。

[図4] 本発 明の一実施形態に係 る照明パネルの断面を示す図である。

[図5] 本発 明の一実施形態に係 る有機 E L 素子の断面を示す図である。

[図6] 本発 明の一実施形態に係 る有機 E L 素子の一配置例 を示す図である。

[図7] 本発 明の一実施形態に係 る第一基板にポ トムェ ミッシ ョン型の有機 E L

素子 を配 し、第二基板に トップェ ミッシ ョン型の有機 E L 素子 を配 し、発光

部分 を広 げた有機 E L 照明装置の断面を示す図である。

[図8] 本発 明の一実施形態に係 る第一基板および第二基板にポ トムエ ミッシ ョ

ン型の有機 E L 素子 を配 し、発光部分 を広 げた有機 E L 照明装置の断面を示

す図である。

[図9] 本発 明の一実施形態に係 る第一基板に トップェ ミツシ ョン型の有機 E L

素子 を配 し、反射性の第二基板ではね返 った光 を取 り出す ことによって、間

接的に照 らす ことができる有機 E L 照明装置の断面を示す図である。

[図 10] 本発 明の一実施形態に係 る両面発光性の有機 E L 照明装置の断面を示

す図である。

[図 11] 図中の （a ) は、支持基板 を用意す る工程 を示す図であ り、図中の （

b ) は、第一電極 を形成す る工程 を示す図であ り、図中の （c ) は、有機 E

L 層 を形成す る工程 を示す図であ り、図中の （d ) は、第二電極 を形成す る

工程 を示す図であ り、図中の （e ) は、保護膜 を形成す る工程 を示す図であ

り、図中の （f ) は、有機 E L 素子 を切 り取 る工程 を示す図である。

[図 12] 図中の （a ) は、有機 E L 素子 を形成す る 口一 ル ツゥロール蒸着装置

を示す概略図であ り、図中の （b ) は、第一基板上に有機 E L 素子 を配置 し



た状態を示す図であり、図中の （C ) は、第一基板を覆うようにして第二基

板を配置する工程を示す図であり、図中の （d ) は、ヘッドボックスとポ ト

ムレールとの間に、複数の照明パネルが配置された状態を示す図である。

[図13] 本発明の一実施形態の代替形態を示した図である。

[図14] 本発明の一実施形態の別の代替形態を示した図である。

[図15]従来技術を示す図である。

発明を実施するための形態
[0036] 本発明に係る照明装置の一実施形態である有機エレク トロルミネッセンス

照明装置 （以下、有機 E L 照明装置）について説明する。

[0037] 本実施形態に係る有機 E L 照明装置は、ブライン ド型照明装置であり、一

般的なブライン ド （装置）と同様に採光量をスラット （羽根）の傾斜角度に

よって調整することができるのに加えて、各スラッ卜が発光機能を有した照

明パネルとなっていることから照明装置としても用いることができる。その

ため、本実施形態に係る有機 E L 照明装置は、例えば、オフィス照明、店舗

照明、施設照明、舞台照明、演出照明、屋外照明、住宅照明、ディスプレイ

照明 （アミューズメン ト機器、パチンコ機、自動販売機、または冷凍 冷蔵

ショーケース等）、機器 什器組み込み照明、避難誘導照明、または局所照

明等に好適に用いられる。

[0038] (有機 E L 照明装置の構成）

図 1 は、有機 E L 照明装置の構成を示す斜視図である。

[0039] 上述した機能を実現するために、図 1 に示す本実施形態の有機 E L 照明装

置 1 は、ヘッドボックス 2 、昇降コー ド （巻き取りコー ド） 3 、ポ トムレ一

ル 4 、分岐配線 5 、ラダ一コー ド （支持コー ド） 6 、ロッド （器具） 7 、お

よび照明パネル 1 0 を有している。

[0040] 本実施形態の有機 E L 照明装置 1 では、照明パネル 1 0 が上述したスラッ

ト （羽根）に相当する。照明パネル 1 0 は複数在って、その各々は、互いに

同一の構成であって、帯状の形状を有している。全ての照明パネル 1 0 は、

ヘッドボックス 2 とポ トムレール 4 との間において、照明パネル 1 0 同士が



その長手方 向に揃 えて平行 に配列 して いる。す なわ ち、配列 した照 明パ ネル

0 群の一方の端 に位置す る照 明パ ネル 1 0 側 にへ ッ ドボ ックス 2 が配設 さ

れ てお り、他方の端 に位置す る照 明パ ネル 1 0 側 にボ トム レール 4 が配設 さ

れ て いる。本実施 形態 にお ける有機 E L 照 明装置 1 では、図 1 に示す よ うに

、各照 明パ ネル 1 0 を横 （水平） に して 吊 り下 げて いる形式、す なわ ちベネ

シャン型の照 明装置 で ある。

[0041 ] な お、本実施 形態 に係 る有機 E L 照 明装置 では、各照 明パ ネル 1 0 を横 （

水平） に して 吊 り下 げて いる形式、す なわ ちベネ シャン型の照 明装置 で ある

力、 必ず しも これ に限定 され るわ けではな い。例 えば、各照 明パ ネル 1 0 を

縦 （鉛 直） に して 吊 り下 げる形式、す なわ ちバー テ ィカル型 も採用 で きる。

バー テ ィカル型の場合 には、複 数の照 明パ ネル 1 0 を左右 （水平方 向） にス

ライ ドして巻 き取 る ことがで きる。そ して、各照 明パ ネル 1 0 を左右 に回転

させ る ことによ って 当該照 明パ ネル 1 0 の角度 （回転角度） を調整 して、有

機 E L 照 明装置 1 を直接照 明に も間接照 明に もす る ことがで きる。一般 的に

、バー テ ィカル型 ブライ ン ドの場合 、ベネ シャン型での昇降 コー ド3 にあた

るコ一 ドを ドライ ブコ 一 ドと呼 び、ベネ シャン型でのス ラ ッ ト （水平 に保持

され た照 明パ ネル 1 0 ) に あた る、鉛 直 に保持 され た羽根 （鉛 直 に保持 され

た照 明パ ネル 1 0 ) をルーバー と呼んで いる。

[0042] 本実施 形態 にお ける有機 E L 照 明装置 1 では、平行 に配列 して いる複 数の

照 明パ ネル 1 0 は、ヘ ッ ドボ ックス 2 か ら伸 び る昇降 コー ド3 によ って 吊 り

下 げて保持 され て いる。言 い換 えれ ば、昇降 コー ド3 によ って 吊 り下 げて い

る ことによ って、複 数の照 明パ ネル 1 0 がその長手方 向に揃 えて平行 に配列

して いる状態 を維持 して いる。

[0043] 昇降 コー ド3 の配設位置 につ いて、図 2 を用 いて説 明す る。図 2 は、 1 枚

の照 明パ ネル 1 0 と、昇降 コー ド3 および ラダ一 コー ド6 の配置 関係 を示 し

た斜視 図で ある。昇降 コー ド3 は、図 2 に示す よ うに、帯状 をな した照 明パ

ネル 1 0 の長軸方 向の一方の端側 と他方の端側 とにそれ ぞれ配設 され て いる

。なお、本発 明は これ に限定 され るものではな く、昇降 コー ド3 は、照 明パ



ネル 1 0 の外周に、少なくとも 1 本設けていれば良い。

[0044] 次に図 2 に示すラダーコー ド6 は、各照明パネル 1 0 を支持する機能を有

している。ラダ一コー ド6 は、ヘッドボックス 2 から伸びてポ トムレール 4

まで繋がっている一対の第 1 のコー ド6 a および第 2 のコー ド6 b と、第 1

のコ一 ド6 a と第 2 のコ一 ド6 b とを橋渡しするように設けられた複数の第

3 のコー ド6 c とを有している。

[0045] 第 1 のコー ド6 a と第 2 のコー ド6 b とは、帯状をなした照明パネル 1 0

の短軸を挟むように対向して設けられている。

[0046] ラダ一コー ド6 の配設位置は、図 2 に示すように、対をなした第 1 のコ一

ド6 a と第 2 のコー ド6 b と力、 照明パネル 1 0 における長軸方向に沿った

端辺において所定の間隔を有して複数設けられている構成となっている。す

なわち、各照明パネル 1 0 の長軸方向に沿って対向する 2 つの長辺のうちの

—方の長辺側において、第 1 のコー ド6 a は上記配列方向に沿って所定の間

隔を有して複数配設されている。また、第 2 のコー ド6 b は、上記 2 つの長

辺のうちの他方の長辺側において上記配列方向に沿つて所定の間隔を有して

複数配設されている。図 2 では、照明パネル 1 0 における長軸方向に沿った

端辺の中央と、これを挟んで右側および左側とに、それぞれ、照明パネル 1

0 の短軸を挟んで対をなした第 1 のコー ド6 a と第 2 のコー ド6 b とが配設

されている。

[0047] 第 3 のコー ド6 c は、ちょうど照明パネル 1 0 の短軸に沿ってのびている

かたちとなり、各照明パネル 1 0 は、各上記第 3 のコー ド6 c の上に載置さ

れることで支持される。図 2 では、中央と、これを挟んで右側および左側と

の計 3 箇所で照明パネル 1 0 を支持している。

[0048] 昇降コー ド3 およびラダ一コー ド6 は、ヘッドボックス 2 内にあるロッド

7 に接続されている。なお、ロッド7 は、昇降コー ド3 を巻き取る器具の一

例である。有機 E L 照明装置 1 では、マルチロッド型だけでなく、コ一 ド&

ロッド型、またはコー ド型等も採用できることは言うまでもない。さらに、

ロッド7 による手動での切り替え方法だけでなく、スィッチまたはリモコン



等による遠隔無線操作等の電動式、またはセ ンサ等による感応式等の操作方

法 も当然含まれ る。

[0049] へ ッ ドボ ックス 2 内の昇降 コー ド3 の先に接続 された ロッ ド7 の先端に設

けられたグ リップ 2 を引 くことによ り、昇降 コー ド3 が鉛直方向に巻 き上

げ られ、その結果、ボ トム レール 4 および複数の照明パネル 1 0 も巻 き上 げ

られて、配列 している照明パネル 1 0 群の配列長 （配列 した部分の長 さ）を

短 くす ることができる構成にな っている。 このように、 ロッ ド7 先の昇降 コ

— ド3 を巻 き上 げることによって、複数の照明パネル 1 0 の配置位置 を調整

す ることができる。

[0050] また、 ロッ ド7 先端のグ リップ 2 1 を軸 回 りに回転 させれ ば、或 る方向に

対す る各照明パネル 1 0 の表面角度 を変えることができる。具体的には、図

2 に示す第 1 の コ一 ド6 a または第 2 の コ一 ド6 b を僅かに巻 き上 げるか、

も しくは、繰 り出す ことによ り、上記第 3 の コー ド6 c の傾斜角度が変化 し

て、当該第 3 の コ一 ド6 c の上 に載置す ることによって支持 されている照明

パネル 1 0 の表面角度 （傾斜角度）を変えることができる。

[0051 ] この よ うに、本実施形態における有機 E L 照明装置 1 は、各照明パネル 1

0 の外周 を昇降 コー ド3 が通過 している。また、照明パネル 1 0 は、ラダ一

コー ド6 上 に載 っているだ けで、当該照明パネル 1 0 とラダ一 コー ド6 とは

互 いに分岐配線 5 によって繋がれているだ けである。従 って、照明パネル 1

0 は昇降 コー ド3 およびラダ一 コー ド6 に固定 されていない。そのため、 口

ッ ド7 先端のグ リップ 2 1 によってラダ一 コー ド6 を移動 させて照明パネル

0 を回転 させ、その回転角度 を調整す ることによって、照明パネル 1 0 を

上下に傾斜 させ ることが可能である。当該照明パネル 1 0 の角度 を調整可能

な機能 を備 えれ ば、当該照明パネル 1 0 を所望の角度に調整す ることができ

、有機 E L 照明装置 1 は直接照明にも間接照明にもな り得 る。また、有機 E

L 照明装置 1 を使用 していないときには、 ロッ ド7 先端のグ リップ 2 を引

くことによ り、各照明パネル 1 0 を巻 き上 げることができる。

[0052] ラダ一 コー ド6 について、更に詳細 を説明す ると次の通 りである。ラダ一



コー ド6 の第 1 のコー ド6 a と第 2 のコー ド6 b とは、照明パネル 1 0 に設

けられた有機 E L 素子の電極に対して電圧もしくは電流を供給することがで

きるように構成されている。すなわち、ラダ一コー ド6 の第 1 のコー ド6 a

と第 2 のコ一 ド6 b とは導電性を有していて、へッドボックス 2 内に設けら

れている図示しない交流の商用電源に接続されている。

[0053] 具体的には、交流の上記商用電源が直流に変換された正極の電圧が第 1 の

コー ド6 a に印加され、交流の上記商用電源が直流に変換された負極の電圧

が第 2 のコ一 ド6 b に印加されるように構成されている。

[0054] また、第 1 のコー ド6 a および第 2 のコー ド6 b の導電部分には、図 2 に

示すように、分岐配線 5 が接続されており、この分岐配線 5 が当該有機 E L

素子の電極と電気的に接続されている構成となっている。なお、第 3 のコ一

ド6 c は、導電性を有している必要はない。

[0055] この際、第 1 のコー ド6 a と分岐配線 5 との接点、および、第 2 のコー ド

6 b と分岐配線 5 との接点は、電気的に接続されていれば、固定されていて

も良いし、スライ ドさせる等して可動式にしても良い。接点が固定されてい

れば、ラダーコー ド6 から照明パネル 1 0 への電力供給が安定化される。_

方、接点を可動できるように構成することによって、複数の照明パネル 1 0

を重ねてまとめる際に、照明パネル 1 0 をスライ ドさせることができる。

[0056] また、ラダ一コー ド6 の第 1 のコー ド6 a および第 2 のコー ド6 b と、分

岐配線 5 とには、他の配線に触れてショー トしないために、プラスチック等

のカバ一等が設けられていることが好ましい。

[0057] ラダ一コー ド6 の第 1 のコー ド6 a および第 2 のコー ド6 b は、銅等の導

線が絶縁性の化学繊維で被覆された構造となっている。

[0058] 以下、照明パネル 1 0 の詳細な構成とともに、本発明の特徴的構成につい

て更に説明する。

[0059] (照明パネル 1 0 の構成）

図 3 は、照明パネル 1 0 の一部の構成を示した概略図であり、図 4 は、図

2 に示した照明パネル 1 0 を切断線A —A ' で切断した状態を示した矢視断



面図である。なお、図 4 には、説明の都合上、照明パネル 1 0 に加えて、昇

降コー ド3 、および、ラダ一コー ド6 (図 1 ) の第 1 のコー ド6 a ( もしく

は第 2 のコー ド6 b ) を示 している。

[0060] 照明パネル 1 0 は、図 3 に示す有機 E L パネル 1 0 ' を第二基板によって

覆ったものである。説明の都合上、図 3 には、第二基板を示 していない。

[0061 ] 図 3 に示す有機 E L パネル 1 0 ' は、二つの有機 E L 素子 2 0 を第一基板

7 上に配 したものである。なお、図 3 では、二つの有機 E L 素子 2 0 が第

—基板 1 7 上に配されている構成を示 したが、必ず しもこれに限定されるわ

けではない。例えば、 1 つの有機 E L 素子 2 0 、または 3 つ以上の有機 E L

素子 2 0 を第一基板 1 7 上に配 した構成でも良い。

[0062] また、図 4 に示すように、昇降コー ド3 は、照明パネル 1 0 の発光領域を

大きく取るために、照明パネル 1 0 の中心以外の箇所に配設 した構成として

いる。

[0063] 照明パネル 1 0 は、図 4 に示すように、複数の有機 E L 素子 2 0 を有する

第一基板 1 7 と、これに対向するように配置された第二基板 1 8 とを備えて

いる。第一基板 1 7 と第二基板 1 8 とは、樹脂 1 9 によって接続されている

[0064] 第一基板 1 7 および第二基板 1 8 の詳細については後述するが、照明パネ

ル 1 0 を支えるラダ一コー ド6 に接続された分岐配線 5 は、有機 E L 素子 2

0 と電気的に接続 した第一基板 1 7 上に配された導電配線 9 と繋がっており

、有機 E L 素子 2 0 と接続配線 8 を介 して接続されている。

[0065] 以下では、照明パネル 1 0 を構成する各部材について、詳 しく説明する。

[0066] (第一基板 1 7 および第二基板 1 8 の構成）

第一基板 1 7 および第二基板 1 8 のうちの少なくとも一方は、光透過性を

有する材料で構成されている。光透過性を有する材料としては、例えば、ガ

ラス基板、または樹脂基板等の透明材料が適用可能である。なお、一方の基

板を、光透過性を有 しない材料で形成する場合には、不透明な金属材料等を

適用できる。



[0067] 第一基板 1 7 および第二基板 1 8 は、 P E T または P E N 等の可撓性を有

する材料で構成 しても良い。可撓性材料を用いて第一基板 1 7 および第二基

板 1 8 を構成すれば、有機 E L 照明装置 1 を湾曲させる場合にも、第一基板

7 および第二基板 1 8 が湾曲可能であるため、問題な く対応することがで

さる。

[0068] このように、第一基板 1 7 および第二基板 1 8 は、平板状であっても良い

し、曲面を有する形状であっても良い。この際、有機 E L 照明装置 1 の光出

射面側を凸状に湾曲させても良い し、凹状に湾曲させても良い。

[0069] 有機 E L 照明装置 1 の光出射面側を凸状に湾曲させた場合には、有機 E L

照明装置 1 の光を容易に発散 させることができ、当該有機 E L 照明装置 1 を

設置 した部屋、または空間を広範囲に照 らす ことが可能 となる。

[0070] 反対に、有機 E L 照明装置 1 の光出射面側を凹状に湾曲させた場合には、

有機 E L 照明装置 1 の光を容易に集光 させることができ、当該有機 E L 照明

装置 1 の設置位置か らほど近い、点または面等を集中的に照 らす ことが可能

となる。

[0071 ] また、これ らの可撓性材料の表面には、ガスバ リア性および機械強度を高

め、ガス透過性を低減するために、有機無機ハイブリッ ド層、または有機層

と無機層 との多積層膜等を形成 しても良い。

[0072] なお、第一基板 1 7 および第二基板 1 8 は、例 えば、幅 7 0 m m 、長 さ 1

O O O m m 、および厚 さ0 . 7 m m程度の矩形平板状にすることができるが

、必ず しもこれに限定されるわけではない。

[0073] 第一基板 1 7 および第二基板 1 8 は、有機 E L 素子 2 0 を挟むように して

配置 されてお り、当該第一基板 1 7 および第二基板 1 8 は熱硬化樹脂または

U V 硬化樹脂等の樹脂 1 9 を介 して接続 されている。第一基板 1 7 および第

二基板 1 8 によって囲まれる領域、すなわち有機 E L 素子 2 0 が封止 されて

いる領域は、例 えば、窒素またはアルゴン等の不活性ガス下、または真空下

に調整 されている。このように、両基板間の領域に不活性ガスを充填 した り

、当該領域を真空下に した りすることによって、外部か らの酸素または水分



が有機 E L 素子 2 0 の有機 E L 層 1 3 に侵入するのを抑制することができる

。従って、各有機 E L 素子 2 0 にガスバリア性を持たせるための処理を施す

必要がない。

[0074] なお、両基板間の領域には、酸化バリウム等の吸湿剤が配合されていても

良い。これによれば、有機 E L 素子 2 0 の周囲を乾燥した状態に保つことが

できる。

[0075] また、両基板間の領域に、熱伝導性が高い放熱樹脂を充填 した構成にする

ことも可能である。放熱樹脂としては、例えば、絶縁性のアクリルゴム、ま

たはエチレンプロピレンゴム等が適用できる。これによれば、熱伝導性が高

い放熱樹脂が充填されていることによって、両基板間の領域内の熱を効率良

< 外部へ放出したり、均熱性を上げたりすることができる。

[0076] ここで、各照明パネルの第一基板 1 7 および第二基板 1 8 のうち、光出射

面側ではない基板は、光反射性の材料、または光反射性の表面を有する材料

で構成することが好ましい。更に、第一基板 1 7 と第二基板 1 8 との間隙部

分は、光反射性の材料、または光反射性の表面を有する材料で囲まれ、封じ

られていることが好ましい。これによれば、有機 E L 素子 2 0 の光出射面以

外の面から出射された光は、照明パネル 1 0 の壁面 （有機 E L 素子 2 0 を取

り囲む照明パネル 1 0 の壁面）に反射する。従って、より効果的に有機 E L

素子 2 0 から漏れ出た光を取り出すことができる。

[0077] (各配線の概要）

第一基板 1 7 における有機 E L 素子 2 0 が配設されている側の表面には、

上記導電配線 9 が形成されている。導電配線 9 は、有機 E L 素子 2 0 の幅方

向に伸びるように配置されている。

[0078] 導電配線 9 としては、例えば、 I T O 、 I Ζ Ο 、アルカリ金属またはアル

カリ土類金属等が適用可能である。導電配線 9 は、例えば、幅 2 m m 、長さ

2 0 m m 、および厚さ 1 5 0 m m程度にすることができるが、必ずしもこれ

に限定されるわけではない。

[0079] これらの導電配線 9 は 2 つで 1組を形成し、 2 つのうち一方が有機 E L 素



子 2 0 の第一電極 1 2 (図 5 ) に接続 し、他方が第二電極 1 4 (図 5 ) に接

続す る。 この 1 組 の導電配線 9 に電流 を流す ことによ って有機 E L 素子 2 0

に電圧 を引加す る ことがで きる。導電配線 9 の各組 を、それ ぞれ個別 に制御

で きる ことが好 ま しい。 これ によれ ば、 1 組 の導電配線 9 に接続 され た有機

E L 素子 2 0 を独立 して駆動 させ る ことがで きる。従 って、各有機 E L 素子

2 0 をそれ ぞれ個別 に駆動 させ る ことがで きるので、有機 E L 照 明装置 1 の

発光強度 また は色調等の調光 を行 うことがで きる。

[0080] な お、後 ほ ど詳 しく説 明す るが、有機 E L 照 明装置 1 に調光性 および調色

性 を持たせ るため に、 1 つの有機 E L 素子 2 0 を複 数色 に塗 り分 けた り、互

いに異 な る発光色 を持 つ複 数種類の有機 E L 素子 2 0 を使用 した りす る こと

がで きる。 1 つの有機 E L 素子 2 0 を複 数色 に塗 り分 ける場合 には、複 数本

の導電配線 9 を長軸方 向に平行 に配置す る。

[0081 ] 例 えば、 3 種類 （赤色 ，緑色 ，青色 ）の有機 E L 素子 2 0 によ って 白色 を

調色す る場合 には、赤色発光有機 E L 素子 （R ) の点灯率 を 3 0 % 、緑色発

光有機 E L 素子 （G ) の点灯率 を 2 2 Q&、および青色発光有機 E L 素子 （B

) の点灯率 を 4 8 % とな るよ うに、それ ぞれ の導電配線 9 に電圧 を印加す る

と良 い。 ここで、点灯率 とは、照 明パ ネル 1 0 のア ノー ドまた は力 ソー ドに

流れ る最大電流 に対す る割合 を意 味す る （ただ し、デ ュー テ ィ比 は 1 1 と

す る）。例 えば、力 ソー ドに流れ る最大電流 を 2 0 O m A とすれ ば、デ ュー

テ ィ比 1 1 において、 6 0 m A の電流が流れ て いれ ば点灯率 は 3 0 % ( 6

0 2 0 0 = 0 . 3 ) で ある。以上 では、 白色 に調色す る場合の例 を示 した

力、 必ず しも これ に限定 され るわ けではな い。

[0082] 第 一電極 1 2 が接続配線 8 を介 して導電配線 9 と接続 され てお り、 これ が

ラダ_ コ_ ド6 の第 1 の コー ド6 a に分岐配線 5 を介 して接続 され 、第二電

極 1 4 が 同様 に接続配線 8 を介 して導電配線 9 に接続 され 、 これ はラダー コ

— ド6 の第 2 の コー ド6 b に分岐配線 5 を介 して接続 され て いる構造 にな つ

て いる。 この際 、接続配線 8 は、無鉛ハ ンダまた は銀べ一ス ト等 によ って形

成 され て いる ことが好 ま しい。



[0083] ここで、矩形状の有機 E L 素子 2 0 を用いる場合には、当該有機 E L 素子

2 0 の長辺方向に沿 って、補助電極または補助配線を設けても良い。これに

よれば、有機 E L 素子 2 0 の第一電極 1 2 および第二電極 1 4 の抵抗による

電圧降下を低減 して発光ムラを抑制することができる。補助電極は、有機 E

L 素子の全周に渡 って設けても良い し、長辺の一端または両端等に部分的に

設けても良い。

[0084] また、ラダ一コー ド6 に加え、昇降コー ド3 にも配線機能を持たせても良

し、。これによ り電力供給元が複数確保 されることによ り、電力の供給が安定

化 される。また、短い間隔での電力供給元が用意 されることか ら、各コー ド

か ら流れる電圧の低下による発光斑の発生を防止することが出来る。

[0085] 最後に、この有機 E L 素子 2 0 の詳細について図 5 を用いて説明する。

[0086] (有機 E L 素子 2 0 の構成）

図 5 は、図 2 に示 した切断線 B — B ' において切断 した状態を示 した矢視

断面図である。なお、図 5 には、説明の便宜上、第一基板 1 7 および第二基

板 1 8 は示 していない。

[0087] 有機 E L 素子 2 0 は、図 5 に示すように、支持基板 1 1 上に、第一電極 1

2 、有機 E L 層 1 3 、および第二電極 1 4 が この順で積層 された構成である

。また、両電極および有機 E L 層 1 3 を保護するために、第二電極 1 4 の表

面を覆 うように して保護層 1 5 を設けているが、これは有機 E L 素子 2 0 の

必須構成ではない。

[0088] 有機 E L 素子 2 0 は、第一電極 1 2 および第二電極 1 4 に電圧を印加する

ことによって、一方の電極か ら正孔が注入 され、他方の電極か ら電子が注入

される。有機 E L 層 1 3 は発光層を有 してお り、注入 された正孔および電子

が当該発光層において再結合することによって、有機 E L 素子 2 0 は発光す

る。

[0089] 有機 E L 素子 2 0 は、例 えば、幅 5 0 m m 、長 さ4 5 0 m m 、および厚 さ

0 . 7 m m程度の矩形平板状にすることができるが、必ず しもこれに限定さ

れるわけではない。



[0090] 書 支持基板 1 1

支持基板 1 1 は、絶縁性 を有す る材料 によって構成 されていることが好ま

しい。絶縁性 を有す る材料 とは、例 えば、延伸ポ リプロピレン （O P P ) 、

ポ リエチ レンナ フタ レー ト （P E N ) 、ポ リエチ レンテ レフタ レ一 ト （P E

T ) 、またはポ リフエ二 レンサル ファイ ト （P P S ) 等の透明の プラスチ ッ

クフィルム等である。 このように、支持基板 1 1 と して絶縁性の材料 を用 い

る場合には、支持基板 1 1 を絶縁膜 と して採用す ることが可能 となる。ただ

し、必ず しもこれ に限定 され るわ けではな く、支持基板 1 1 上 に絶縁膜 を別

途設 けても良い。また、支持基板 1 1 上 には、酸化ケィ素膜等の保護膜が形

成 されていることが好ま しい。 これ によつて、支持基板 1 1 の内部か らアル

力 リ酸化物が溶出す るのを防止す ることができる。

[0091 ] また、上記 したようなプラスチ ックフィルム等の可撓性 を有す る材料 を用

いることによって、有機 E L 素子 2 0 を配設す る箇所 （第一基板 1 7 ) が湾

曲 していても問題な く配設す ることができる。 これ によれ ば、有機 E L 素子

2 0 の光出射面側 を凹状に湾曲 させた場合には、有機 E L 素子 2 0 の光 を容

易に発散 させ ることができ、有機 E L 照明装置 1 を設置 した部屋、または空

間を広範囲に照 らす ことが可能 となる。逆に、有機 E L 素子 2 0 の光出射面

側 を凸状に湾曲 させた場合には、有機 E L 素子 2 0 の光 を容易に集光 させ る

ことができ、有機 E L 照明装置 1 の設置位置か らほど近 い、点または面等 を

集中的に照 らす ことが可能 となる。更に、以上の構成によれ ば、照明パネル

0 自体が湾曲 していない形状であっても、有機 E L 素子 2 0 を湾曲 させ る

だ けで上記 した効果を奏す ることができる。

また、支持基板 1 1 の湾曲率 を適宜調整できる調整手段 を設 けた構成に して

も良い。 これ によれ ば、上述のように、有機 E L 素子 2 0 の光出射面側 を凸

状に湾曲 させた場合には、有機 E L 素子 2 0 の光 を容易に発散 させ ることが

でき、当該有機 E L 素子 2 0 搭載の有機 E L 照明装置 1 を設置 した部屋、ま

たは空間を広範囲に照 らす ことが可能 とな り、一方、有機 E L 素子 2 0 の光

出射面側 を凹状に湾曲 させた場合には、有機 E L 素子 2 0 の光 を容易に集光



させることができ、当該有機 E L 素子 2 0 搭載の有機 E L 照明装置 1 の設置

位置か らほど近い、点または面等を集中的に照 らす ことが可能 となる。調整

手段 としては、後述する態様がある。

[0092] また、支持基板 1 1 が可撓性を有することか ら、 ロー ルツウロール法を用

いて有機 E L 素子 2 0 を作製することができる。これによつて、装置導入の

初期投資、およびランニングコス ト等を低減することが可能である。更に、

支持基板 1 1 を酸素透過性または水透過性の低い基板等で両側か らパ ッキン

グすることによって、有機多層膜または無機多層膜等が不要であ り、かつ安

価な有機 E L 素子 2 0 を製造することが可能である。 し力、し、必ず しもこれ

に限定されるわけではな く、例 えば、ガラス等の材料で支持基板 1 1 を構成

しても良い。

[0093] なお、支持基板 1 1 として、金属 フィルム等の光反射性の材料を用いるこ

とが可能である。この場合には、エポキシ樹脂等の合成樹脂、またはプラズ

マ C V D装置等によ り厚 さ 5 0 0 n m程度の窒化シ リコン （S i N x ) 等の

絶縁膜を表面に形成することが好ま しい。

[0094] 支持基板 1 1 には、光拡散性を有する材料を更に添加 していても良い。光

拡散性を有する材料 とは、例 えば、メタク リル酸メチル、メタク リル酸ェチ

ル、メタク リル酸イソプチル、メタク リル酸ノーマルプチル、メタク リル酸

ノーマルプチルメチル、メタク リル酸メチル、アク リル酸メチル、共重合体

または三元重合体等のアク リル系粒子、ポ リエチ レン、ポ リスチ レン （P S

) 、ポ リプロピレン等のォ レフィン系粒子、またはアク リル系粒子 とォ レフ

イン系粒子 との共重合体等である。あるいは、単一重合体の粒子を形成 した

後、その上層に他種類の単量体をコーティング した多層多成分系粒子等も光

拡散性を有するので、このような粒子も適用可能である。

[0095] 一般的に、有機 E L 素子 2 0 が発 した光は広 く拡散 されて出射 される。そ

のため、通常はマイクロキヤビティ （微小共振器）構造を採用 し、光路長を

調節することによって有機 E L 素子 2 0 が発 した光を共振 させ集光 している

。その結果、発光効率の向上、および色純度の向上が実現 され、光に指向性



等を持たせることができる。 しか し、本実施形態では、上記のような光拡散

性を有する材料を支持基板 1 1 に添加することによって、出射光は光拡散部

分を通過 し、光出射面から均一に拡散 して出射され、有機 E L 照明装置 1 の

色純度と発光効率とを向上させると共に、広視野角化を実現することができ

る。

[0096] 書 第一電極 1 2 および第二電極 1 4

次に、第一電極 1 2 および第二電極 1 4 について説明する。当該第一電極

2 および第二電極 1 4 のうち、一方の電極が陰極であり、他方の電極が陽

極である。陽極の材料としては、例えば、酸化インジウム錫 （I T O ) 、ま

たは酸化インジウム亜鉛 （I Z O ) 等が挙げられる。

[0097] —方、陰極の材料としては、例えば、アルカリ金属またはアルカリ土類金

属等が挙げられ、安定性の観点からは、カルシウム膜、アル ミニウム膜、力

ルシゥム膜とアル ミニウム膜との積層膜、マグネシウム合金膜、バ リウム膜

、バ リウム化合物膜、セシウム膜、セシウム化合物膜、またはフッ素化合物

膜等で構成されていることが好ましい。

[0098] なお、有機 E L 素子 2 0 がボ トムェミッション型の場合には、第一電極 1

2 を光透過性または光半透過性の材料 （透明電極）で形成 し、第二電極 1 4

を光反射性の材料で形成することが好ましい。逆に、有機 E L 素子 2 0 が ト

ップェミツション型の場合には、第一電極 1 2 を光反射性の材料で形成 し、

第二電極 1 4 を光透過性または光半透過性の材料 （透明電極または半透明電

極）で形成することが好ましい。これによれば、有機 E L 素子 2 0 が発 した

光は透明電極側から出射され、光を効率的に素子の外に取 り出すことが可能

となる。また、光取 り出 し側にある電極を透明電極とすることによって、マ

イク口キヤビティ （微小共振器）効果で集光させることができる。その結果

、発光効率の向上、および色純度の向上が実現され、光に指向性等を持たせ

ることができる。また、光取 り出 し側とは反対側の電極には反射電極を用い

ることによって、有機 E L 素子 2 0 が発 した光が非光出射面側に出射されて

も、光反射性を有する電極によって反射され、光出射面側から出射される。



その結果、有機 E L 素子 2 0 が発 した光の利用効率を高めることができる。

[0099] なお、有機 E L 素子 2 0 は、光強度が等方的なランバー ト分布に近い発光

分布を持っため、反射電極 と透明電極 とで有機層を挟み込む ことによって得

られるマイクロキヤビティ効果を利用 して、有機 E L 素子 2 0 の光を集光 さ

せることも可能である。光の出射面側に透明電極を用い、その反対側に反射

電極を用いることによって、 2 つの電極間で反射を繰 り返す多重反射干渉を

させ、共振 強調 させる。そ して、両電極間の光路長に合致 した光のみを取

り出す ことによって、有機 E L 素子 2 0 の発光輝度を高め られる。これによ

り、光路長か ら外れた不要な光が弱め られ、外部に取 り出される光のスぺク

トルが急峻 となることか ら、有機 E L 素子 2 0 の色純度が向上する。また、

光に指向性を持たせることができる。ここで、赤色発光 （R ) 、緑色発光 （

G ) 、および青色発光 （B ) では、それぞれの光の波長が異なるため、光源

ごとに透明電極または半透明電極の膜厚を調整する必要がある。

[01 00] 書 保護層 1 5

保護層 1 5 の材料 としては、例 えば、酸窒化珪素等が挙げられる。当該保

護層 1 5 は、例 えば、厚 さ 1 0 0 n m程度にすることができるが、必ず しも

これに限定されるわけではない。

[01 0 1] なお、有機 E L 素子 2 0 の光取 り出 し側の面には、光拡散機能を有する拡

散樹脂層が設けられていても良い。拡散樹脂層は、内部に複数の光拡散粒子

を含有 したバインダー樹脂である。当該バインダー樹脂 としては、例 えば、

ァク リル系樹脂、ポ リエステル系樹脂、ポ リオ レフ ィン系樹脂、またはポ リ

ウレタン系樹脂等が挙げられる。また、光拡散粒子 としては、例 えば、メタ

ク リル酸メチル、メタク リル酸ェチル、メタク リル酸イソプチル、メタク リ

ル酸ノ一マルプチル、メタク リル酸ノーマルプチルメチル、メタク リル酸メ

チル、アク リル酸メチル、共重合体または三元重合体等のアク リル系粒子、

ポ リエチ レン、ポ リスチ レン （P S ) 、ポ リプロピレン等のォ レフィン系粒

子、またはアク リル系粒子 とォ レフ ィン系粒子 との共重合体等である。ある

いは、単一重合体の粒子を形成 した後、その上層に他種類の単量体をコーテ



イング した多層多成分系粒子等 も光拡散性 を有す るので、 このような粒子 も

適用可能である。特に、ポ リメタク リル酸 メチル （P M M A ) の使用が好ま

しい。 このような光拡散粒子が/ くィンダ一樹脂 内に含有 された拡散樹脂層 を

設 けることによって、当該拡散樹脂層 を通過す る光 を均一に拡散す ることが

できる。そのため、有機 E L 照明装置 1 の広視野角化が実現 され、光取 り出

し効率が上がることか ら、有機 E L 照明装置 1 の輝度が向上す る効果が得 ら

れ る。当該拡散樹脂層は、例 えば、厚 さ 1 5 O m 程度にす ることができる

力、 必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。

[01 02] 上記 した拡散樹脂層 を設 ける場合には、当該拡散樹脂層は拡散板であって

も良い。当該拡散板 と しては、例 えば、光拡散粒子が分散 されたアク リル系

樹脂、ポ リエステル系樹脂、ポ リオ レフ イン系樹脂、ポ リウ レタン系樹脂、

架橋ポ リメタク リル酸 メチル、または架橋ポ リスチ レン等が挙 げ られ る。

[01 03] 更に、有機 E L 素子 2 0 の光取 り出 し側の面には、光の波長 を変換す る波

長変換層が設 けられていても良い。当該波長変換層は、例 えば、イ ッ トリウ

ム アル ミニウム ガーネ ッ ト （Y A G ) 等の無機蛍光体、有機 E L 素子に

好的に用 い られ る公知の有機蛍光体、または他の蛍光体等で形成 されている

ことが好ま しい。波長変換層 を用 いることによって、有機 E L 素子 2 0 が発

した光 を所望の波長の光へ と変換す ることができる。当該波長変換層は、例

えば、厚 さ 1 0 O m 程度にす ることができるが、必ず しもこれ に限定 され

るわ けではない。

[01 04] また、有機 E L 素子 2 0 の光取 り出 し側の面には、円偏光板またはカラ一

フィル タを設 けることも可能である。円偏光板によって、有機 E L 素子 2 0

が発 した光 を円偏光 させ、外光反射 を抑制す ることができる。円偏光板は、

直線偏光板に 1 4 板 と して機能す る位相差板 を張 り合わせた構造 を して

お り、直線偏光板の吸収軸 に対 し、 1 4 位相差 フィルムを 4 5 度だ け軸 を

傾 けて貼れ ば右回転円偏光板になる。逆に、直線偏光板の吸収軸 に対 し、 1

4 位相差 フィルムを 1 3 5 度 （_ 4 5 度）傾 けて貼れ ば左回転円偏光板に

なる。例 えば、右回転円偏光板 を用 いた場合には、直線偏光板 を透過 した光



は、右回転円偏光板 を通 るときに右回 りに回転す る光 とな り、当該光がガラ

ス面等で反射す ると、回転方向が反転 して左回 りの光 とな って再び右回転円

偏光板に入 る。 このように して、右回転円偏光板は右回 りの光だ けを透過 さ

せ、左回 りの光は吸収 し、最終的に外光の反射光はほぼゼ ロにす ることがで

きる。 この性質を利用 し、円偏光板は、有機 E L 照明装置 1 における外光反

射 を除去す ることができる。

[01 05] 位相差板は、複屈折率 を持つフィルムであ り、プラスチ ックフィルムを特

定方向に延伸処理す ることによって作製す ることが可能である。材料 と して

は、透明であ り、延伸処理が可能な材料であれ ば良い。例 えば、ポ リカーボ

ネー ト系高分子、ポ リエステル系高分子、ポ リスルホ ン系高分子、ポ リスチ

レン系高分子、ポ リフヱニ レンォキシ ド系高分子、またはポ リオ レフイン系

高分子等 を挙 げることができる。

[01 06] また、カラ一 フィル タを用 いることによって、有機 E L 素子が発 した光 を

所望の波長の光のみ を出射 させ ることができ、なおかつ外光反射の抑止およ

び低減効果を得 ることができる。有機 E L 素子 2 0 が発す る光は、無機 E L

素子が発す る光 と比較 して、スぺク トル形状が幅広 く、長波長側の裾が広 い

ので高色純度 を再現 しょうとす る際に問題 となる。 しか しなが ら、カラ一 フ

ィル タを併用す ることによって、不要領域のスぺク トルがカ ツ 卜され、狭 い

幅 （およそ半分の幅）のスペク トルにす ることができる。また、カラ一 フィ

ル タの外光反射の抑止および低減効果は、円偏光板 と比較 して高 くはないが

、当該カラ一 フィル タを用 いた場合は、有機 E L 素子 2 0 が発 した光の不要

領域波長 を除去す ることができ、色純度 を高める効果 も同時に発現す ること

ができる。更に、円偏光板 と比較 して光取 り出 し効率が高 いため、有機 E L

素子 2 0 の発光効率が相対的に高 く、有機 E L 照明装置 1 への導入は非常に

効果的である。

[01 07] 書 有機 E L 層 1 3

有機 E L 層 1 3 は、少な くとも発光層 を備 えていれ ば良 く、正孔注入層、

正孔輸送層、電子阻止層、発光層、正孔阻止層、電子輸送層、および電子注



入層の うちの複数か ら構成 されていれ ば良い。例 えば、正孔輸送層、発光層

、および電子輸送層が積層 された 3 層構造であっても良い。または、正孔注

入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層、および電子注入層が積層 された 5

層構造、あるいは、正孔注入層、正孔輸送層、電子阻止層、発光層、正孔阻

止層、電子輸送層、および電子注入層が積層 された 7 層構造な どが挙 げ られ

る。

[01 08] また、上記 したような各層 ごとに機能 を分離 させた構造 とは逆に、正孔輸

送性および電子輸送性が高 く、なおかつ正孔および電子のバ ランスが取れて

いる両電荷輸送性発光層か らなる単層構造か ら有機 E L 層 1 3 を構成 しても

良い。

[01 09] これ によれ ば、両電荷輸送材料が、陽極か ら注入 された正孔、および陰極

か ら注入 された電子 を、 （1 ) 高移動度かつ高バ ランスで発光領域 にまで伝

播す ることができ、また、 （2 ) 最高被 占準位 最低空準位 （H O M O L

U M O ) エネルギー差が十分大 き く （3 e V 程度）、なおかつワイ ドギヤッ

プ材料であることか ら、高 い発光効率 を得 ることができる。

[01 0 ] 上記の両電荷輸送材料 を以 つても、単層構成の場合、正孔及び電子の注入

性が劣ることが有 るため、当該単層の有機 E L 層 1 3 は、発光領域の他 に、

正孔注入領域、および電子注入領域 を有す る。

[01 11] 上述 したように、有機 E L 層 1 3 は、少な くとも発光層 を有 していれ ば良

し、。当該発光層は、正孔輸送性材料 または電子輸送性材料等のホス ト材料 に

、発光 ドーパ ン トを ドー プ した両電荷輸送性材料で形成 されている。

[01 2 ] 上記ホス ト材料 と しては、例 えば、下記に化学構造式を示 している 4 , 4

' - N , N ' —ジカルバ ゾ リル ビフエニル （以下、 C B P ) 等が挙 げ られ る

[01 3 ]



[01 4 ] 赤色発光す る発光層 を作製す る場合には、上記発光 ドーパ ン トと して赤色

発光 ドーパ ン トを用 いる。赤色発光 ドーパ ン トと しては、例 えば、下記に化

学構造式を示 している ビス （1 — ( フエニル）イ ソキノ リナ ト一 N , C 2 '

) イ リジウム （I I I ) (ァセチルァセ トネ一 ト） （以下、 （p i q ) 2 I r

( a c a c ) ) 等の赤色燐光発光 ドーパ ン 卜が挙 げ られ る。当該赤色発光 ド

一パ ン トとホス ト材料 とを共蒸着す ることによって赤色発光層が得 られ る。

赤色発光層は、例 えば、厚 さ 5 n m 程度にす ることができるが、必ず しもこ

れ に限定 され るわ けではない。

[01 5 ] [化 2 ]

[01 6] また、緑色発光す る発光層 を作製す る場合には、上記発光 ドーパ ン トと し

て緑色発光 ドーパ ン トを用 いる。緑色発光 ドーパ ン トと しては、例 えば、下

記に化学構造式を示 している （2 —フエ二ル ビリジン）イ リジウム （以下

、 I ( p p y ) 3 ) 等の緑色燐光発光 ドーパ ン トが挙 げ られ る。当該緑色発

光 ドーパ ン トとホス ト材料 とを共蒸着す ることによって緑色発光層が得 られ

る。緑色発光層は、例 えば、厚 さ 2 0 n m 程度にす ることができるが、必ず

しもこれ に限定 され るわ けではない。

[01 7]



[化 3]

I r ( p p )

[01 8] また、青色発光す る発光層 を作製す る場合には、上記発光 ドーパ ン トと し

て青色発光 ドーパ ン トを用 いる。青色発光 ドーパ ン トと しては、例 えば、ィ

リジゥム （I I I ) ビス [ ( 4 , 6 —ジフルオ ロフェニル）一 ピリジネー ト一 N

, C 2 ] ピコ リネー ト （以下、 F I r p i c ) 等の青色燐光発光 ドーパ ン

卜が挙 げ られ る。当該青色発光 ドーパ ン 卜とホス ト材料 とを共蒸着す ること

によって青色発光層が得 られ る。青色発光層は、例 えば、厚 さ 3 0 n m 程度

にす ることができる力、 必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。

[01 9] [化 4]

F I r p i c

[01 20] 上述 したように、有機 E L 層 1 3 には、正孔注入層、正孔輸送層、電子阻

止層、電子注入層、電子輸送層、および正孔阻止層 を設 けることができる。

[01 2 1 ] 正孔注入層は、陽極か ら受け取 った正孔を効率良 く発光層へ注入す る機能

を有す る。正孔注入性材料 と しては、例 えば、下記に化学構造式を示 してい

るスターバ一ス トア ミンの 4 , 4 ' , 4 ' ' — トリス （N — 3 —メチル フエ

ニル _ N —フエニルァ ミノ） トリフエニルァ ミン （以下、m _ M T D A T

A ) 等が挙 げ られ る。当該正孔注入層は、例 えば、厚 さ 3 0 n m 程度にす る

ことができるが、必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。



[01 22] [化5]

m-MT DATA

[01 23] 正孔輸送層は、陽極から受け取った正孔を効率良く発光層へ輸送する機能
を有する。正孔輸送性材料としては、例えば、下記に化学構造式を示してい
る4, 4 ' , 4 ' ' —トリ（N—カルバゾリル）トリフエニルァミン （以
下、TCTA) 等の芳香族第三級ァミン化合物が挙げられる。当該正孔輸送
層は、例えば、厚さ10 nm程度にすることができるが、必ずしもこれに限
定されるわけではない。

[01 24] [化6]

TCTA

[01 25] 電子阻止層は、陽極側に電子が移動するのをプロックする機能を有する。
電子阻止性材料としては、例えば、下記に化学構造式を示している4, 4 '
—ビス一 [N, N' - (3—トリル）ァミノ一3, 3 ' —ジメチルビフエ二
ル （以下、HMT PD) 等が挙げられる。当該電子阻止層は、例えば、厚



0 n m 程度にす ることができるが、必ず しもこれ に限定 され るわ けでは

ない。

[01 26] [化 7]

[01 27] 電子注入層は、陰極か ら受け取 った電子 を効率良 く発光層へ注入す る機能

を有す る。電子注入性材料 と しては、例 えば、フッ化 リチウム （L i F ) 等

が挙 げ られ る。当該電子注入層は、例 えば、厚 さ 1 n m 程度にす ることがで

きるが、必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。なお、電子注入層 と して

L i F を用 いる場合には、陰極 と しては、マグネシウム と銀 とを 1 対 9 の割

合で共蒸着 した ものを用 いるのが好ま しい。

[01 28] 電子輸送層は、陰極か ら受け取 った電子 を効率良 く発光層〜輸送す る機能

を有す る。電子輸送性材料 と しては、例 えば、下記に化学構造式を示 してい

る トリス （8 — ヒ ドロキシキノ リン）アル ミニウム （以下、 A I q 3 ) 、ま

たは、下記に化学構造式を示 している 3 _ フエニル _ 4 ( ' —ナ フチル）

5 _ フエニル — 1 , 2 , 4 _ トリァ ゾ一ル （以下、 T A Z ) 等が挙 げ られ

る。当該電子輸送層は、例 えば、厚 さ 3 0 n m 程度にす ることができるが、

必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。

[01 29] [化 8 ]

[01 30]



[01 3 1 ] 正孔阻止層は、陰極側 に正孔が移動す るのをブロックす る機能 を有す る。

正孔阻止性材料 と しては、例 えば、下記に化学構造式を示 している 2 , 9 -

ジメチル 一 4 , 7 —ジフエニル 一 1 , 1 0 — フエナ ン ト口リン （以下、 B

C P ) 等が挙 げ られ る。当該正孔阻止層は、例 えば、厚 さ 1 O n m 程度にす

ることができるが、必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。

[01 32] [化 10 ]

[01 33] なお、電子阻止層および正孔阻止層 を設 ける場合には、両阻止層の うち何

れか一方は蒸着重合法によって形成す ることが好ま しい。 これ によれ ば、蒸

着重合法 という簡易な方法によって、安定 した電子阻止層、および正孔阻止

層 を形成す ることができる。

[01 34] また、電子阻止層および正孔阻止層 を両電荷輸送性材料 によって構成す る

場合には、電子阻止層 を構成す る両電荷輸送性材料 は、発光層 を構成す る両

電荷輸送性材料の最低空軌道 よ りも高 い最低空軌道 を有 しているという第一

条件、および正孔阻止層 を構成す る両電荷輸送性材料 は、発光層 を構成す る

両電荷輸送性材料の最高被 占軌道 よ りも低 い最高被 占軌道 を有 しているとい

う第二条件の うち、少な くとも何れかの条件 を満た していることがよ り好ま

しい。 これ によれ ば、両電荷輸送材料 によって構成 されている発光層 を挟ん

で、電子の移動 を阻止す る電子阻止層 と、正孔の移動 を阻止す る正孔阻止層



とが設 けている。そのため、陽極か ら伝搬 された正孔 と、陰極か ら伝搬 され

た電子 とが、発光層内に閉 じ込め られ るので、発光層において正孔および電

子が再結合す る確率が高ま り、有機 E L 素子 2 0 の駆動電圧 を低下す ること

ができる。

[01 35] また、発光層において正孔および電子が再結合す る確率が上がるので、内

部量子収率は向上 し、発光効率 を向上 させ ることができる。 しか し、必ず し

も電子阻止層 と正孔阻止層 との双方 を具備す る必要はな く、何れか一方 を有

しているだ けでも、正孔および電子の再結合確率 を十分に高めることができ

る。従 って、高輝度、高効率および長寿命 を実現す る有機 E L 素子 2 0 を提

供す ることができる。

[01 36] なお、有機 E L 層 1 3 は更に電荷発生層 を含んでいても良 く、 この場合に

は、例 えば、正孔輸送層、発光層、電荷発生層、正孔輸送層、発光層、およ

び電子輸送層が、 この順に積層 されて有機 E L 層 1 3 が形成 され る。つま り

、発光層 を複数備 えた有機 E L 素子 2 0 を形成す ることができる。電荷発生

層が隣 り合 う発光層の間に等電位面を形成す ることによ り、駆動電圧は高 く

なる一方で流れ る電流が小 さくな り、優れた発光寿命 を得 ることができる。

電荷発生層の材料 と しては、例 えば、五酸化バナジウム （v 2 o 5 ) 等が挙 げ

られ る。当該電荷発生層は、例 えば、厚 さ 2 0 n m 程度にす ることができる

力、 必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。

[01 37] (有機 E L 素子 2 0 の配置）

本実施形態で用 いる照明パネル 1 0 は、白色発光す る有機 E L 素子 2 0 か

らなることを基本 とす る。ただ し、有機 E L 照明装置 1 に調光性および調色

性 を持たせ るために、互 いに異なる波長の光 を発す る複数種類の有機 E L 素

子 2 0 を用 いても良い。

[01 38] ここで、それぞれの有機 E L 素子 2 0 は、互 いに同一の形状であっても良

い し、互 いに異なる形状であっても良い。例 えば、異なる波長の光 を発す る

有機 E L 素子 2 0 か ら構成 され る照明パネル 1 0 の場合、発光色 ごとに有機

E L 素子 2 0 の長 さまたは幅 を異な らせても良い。 この場合には、各発光 ド



一パ ン 卜の発光効率等の特性 を考慮 して、任意の幅に設計す ることによ り、

消費電力、発光輝度および発光寿命の点で優れた有機 E L 照明装置 1 が実現

できる。

[01 39] 例 えば、互 いに異なる波長の光 を発す る 3 種類の有機 E L 素子 2 0 を用 い

る場合には、赤色発光有機 E L 素子 （R ) 、緑色発光有機 E L 素子 （G ) 、

および青色発光有機 E L 素子 （B ) の有機 E L 素子 2 0 を用 いることができ

る。 R G B の有機 E L 素子 2 0 を 1 セ ッ トと して、図 6 に示す ように、当該

セ ッ トが第一基板 1 7 上 に繰 り返 し配列 された レイアウ トに しても良い。図

6 は、有機 E L 素子 2 0 の一配置例 を示す図である。本図では、有機 E L 素

子 2 0 の レイアウ トをよ り分か りやす くす るために、図を簡略化 している。

[01 40] また、例 えば、互 いに異なる波長の光 を発す る 2 種類の有機 E L 素子 2 0

を用 いる場合には、橙色発光有機 E L 素子 と青色発光有機 E L 素子 との有機

E L 素子 2 0 を用 いることができる。 ここで、 1 つの有機 E L 素子で複数色

の光 を発す るために、マスクパ ターニング等の方法で 1 つの有機 E L 素子 2

0 を複数色 に塗 り分 けても良い。 これ によれ ば、 1 つの有機 E L 素子 2 0 で

有機 E L 照明装置 1 に調光性および調色性 を持たせ ることができる。

[01 4 1 ] 照 明パネル 1 0 に複数色の有機 E L 素子 2 0 を配す る場合には、各発光色

の有機 E L 素子 2 0 を平行に並べ る以外に、その他の レイァゥ 卜に配置 して

も良い。例 えば、 3 種類 （R G B ) の有機 E L 素子 2 0 を用 いる場合には、

R G B の有機 E L 素子 2 0 を 1 セ ッ トと し、各セ ッ トにおいて R G B の有機

E L 素子 2 0 を L 字型に配置 しても良い し、放射状に配置 しても良い。

[01 42] 以上では、各有機 E L 素子 2 0 を並置す る構成 を示 したが、必ず しもこれ

に限定 され るわ けではな く、例 えば、各色の発光層が積層 されたタンデム構

造の有機 E L 素子 2 0 であっても良い。

[01 43] なお、有機 E L 素子 2 0 では、支持基板 1 1 が第一基板 1 7 に接す るよう

に配置 されていても良い し、支持基板 1 1 とは反対側の第二電極 1 4 が第一

基板 1 7 に接す るように配置 されていても良い。なお、有機 E L 素子 2 0 の

第二電極 1 4 が第一基板 1 7 に接す るように配置 されている場合には、第二



電極 1 4 が下部電極 とな り、第一電極 1 2 が上部電極 となる。そのため、第

一基板 1 7 上の導電配線 9 と有機 E L 素子 2 0 とを絶縁す るための絶縁膜 を

設 ける場合には、当該絶縁膜 を第二電極 1 4 と第一基板 1 7 との間に設 ける

。また、有機 E L 素子 2 0 が保護層 1 5 を有 している場合には、当該保護層

5 を絶縁膜 と して採用 しても良いが、必ず しもこれ に限定 され るわ けでは

な く、保護層 1 5 と第一基板 1 7 との間に絶縁膜 を別途設 けても良い。

[01 44] (有機 E L 素子 2 0 の他の配置例）

以上では、第一基板 1 7 に有機 E L 素子 2 0 が配 された構成 を説明 したが

、特に これ に限定 されず、例 えば、第一基板 1 7 および第二基板 1 8 の両方

に有機 E L 素子 2 0 が配置 されていても良い。また、支持基板 1 1 と第一基

板 1 7 とが接す るように有機 E L 素子 2 0 が配 されている構成 を示 したが、

特に これ に限定 されず、第二電極 1 4 側が第一基板 1 7 または第二基板 1 8

に接す るような構成でも良い。 これ について、図 7 〜図 9 を参照 して説明す

る。図 7 は、第一基板 1 7 にボ トムェ ミッシ ョン型の有機 E L 素子 2 0 を配

し、第二基板 1 8 に トップェ ミッシ ョン型の有機 E L 素子 2 0 を配 した有機

E L 照明装置 1 の断面を示す図である。図 8 は、第一基板 1 7 および第二基

板 1 8 にポ トムェ ミッシ ョン型の有機 E L 素子 2 0 を配 した有機 E L 照明装

置 1 の断面を示す図である。図 9 は、第一基板 1 7 に トップェ ミッシ ョン型

の有機 E L 素子 2 0 を配 した有機 E L 照明装置 1 の断面を示す図である。以

上の図では、図を簡略化す るために保護層 1 5 を図示 していない。

[01 45] 例 えば、図 7 に示す ように、ボ トムェ ミッシ ョン型の有機 E L 素子 2 0 の

支持基板 1 1 が第一基板 1 7 に接す るように配置 し、 トップェ ミツシ ョン型

の有機 E L 素子 2 0 の支持基板 1 1 が第二基板 1 8 に接す るように配置 して

も良い。 この とき、第一基板 1 7 には透明性 を有す る材料 を用 い、第二基板

8 には光反射性 を有す る材料 を用 いる。 これ によつて、第一基板 1 7 に配

された有機 E L 素子 2 0 か らの光は第一基板 1 7 側か ら放出 され、第二基板

8 に配 された有機 E L 素子 2 0 か らの光 も第一基板 1 7 側か ら放出 され る

ことになる。また、第一基板 1 7 における有機 E L 素子 2 0 の配置位置 と、



第二基板 1 8 における有機 E L 素子 2 0 の配置位置 とが重な り合わないよう

にす ることが好ま しい。 これ によれ ば、有機 E L 照明装置 1 の実質的な発光

面積 を増やす ことができる。なお、図 8 に示す ように、第二基板 1 8 には、

ポ トムェ ミッシ ョン型の有機 E L 素子 2 0 の第二電極 1 4 が接す るように配

置 されていても良い。 これ によれ ば、第二基板 1 8 に配 された有機 E L 素子

2 0 か らの光は第一基板 1 7 側か ら放出 され る。

[01 46] また、以上では、第一基板 1 7 には、有機 E L 素子 2 0 の光出射面が第一

基板 1 7 側 に面す るように配置 されているが、例 えば、図 9 に示す ように、

光出射面が第二基板 1 8 側 に面す るように配置 しても良い。すなわち、 トツ

プェ ミツシ ョン型の有機 E L 素子 2 0 の支持基板 1 1 が第一基板 1 7 に接す

るように配置 しても良い。 この場合、有機 E L 素子 2 0 か ら放出 された光は

、光反射性 を有す る第二基板 1 8 によって反射 され、その反射光が第一基板

7 側か ら放出 され ることになる。つま り、有機 E L 照明装置 1 を間接照明

装置 にす ることができる。なお、第一基板 1 7 には、ボ トムェ ミッシ ョン型

の有機 E L 素子 2 0 の第二電極 1 4 が接す るように配置 しても良い。

[01 47] 更 には、図 1 0 に示す ように、第一基板 1 7 および第二基板 1 8 の双方 を

透明性の材料で構成 し、第一基板 1 7 側 および第二基板 1 8 側の双方か ら有

機 E L 素子 2 0 の光が放出 され るように しても良い。 これ によれ ば、両面発

光性の有機 E L 照明装置 1 が得 られ る。 この際、第一基板 1 7 および第二基

板 1 8 には、ボ トムェ ミッシ ョン型の有機 E L 素子 2 0 を配 しているが、特

に これ に限定 され るわ けではない。

[01 48] 以上では、第一基板 1 7 および第二基板 1 8 を対向す るように配置 した構

成 を示 したが、必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。例 えば、 3 枚以上

の基板によって、柱状、直方体状、または球体状等に構成 された空間内に有

機 E L 素子 2 0 が封止 された構成でも良い。

[01 49] (有機 E L 素子 2 0 の製造方法）

以下では、本実施形態に係 る有機 E L 照明装置 1 の製造方法について説明

す る。まず、有機 E L 素子 2 0 の製造方法について、図 1 1 を参照 して説明



す る。図 1 1 ( a ) は、支持基板 1 1 を用意す る工程 を示す図である。図 1

( b ) は、第一電極 1 2 を形成す る工程 を示す図である。図 1 1 ( c ) は

、有機 E L 層 1 3 を形成す る工程 を示す図である。図 1 1 ( d ) は、第二電

極 1 4 を形成す る工程 を示す図である。図 1 1 ( e ) は、保護層 1 5 を形成

す る工程 を示す図である。図 1 1 ( f ) は、有機 E L 素子 2 0 を切 り取 るェ

程 を示す図である。以下では、有機 E L 素子 2 0 の製造方法について、具体

例 を用 いて説明す る力、 必ず しもこれ に限定 され るわ けではない。

[01 50] まず、図 1 1 ( a ) に示す ように、支持基板 1 1 となる P E T フ ィル ム 等

の フィルムテー プ 1 1 ' を用意 し、当該 フィルムテー プ 1 1 ' 上 に第一電極

2 、有機 E L 層 1 3 、および第二電極 1 4 等 を順に形成 してい く。 この際

、 フ ィル ム テー プ 1 1 ' 上 に、複数の第一電極 1 2 を形成 し、各第一電極 1

2 上 に有機 E L 層 1 3 および第二電極 1 4 等 を積層 して形成 してい く。有機

E L 素子 2 0 の製造は、例 えば、 ドライエア一下のグ ロー ブボ ックス等、水

分濃度が低 い環境で行 うことが好ま しい。

[01 5 1 ] 次 に、図 1 1 ( b ) に示す ように、スパ ッタ法 を用 いて I T O 膜 （例 えば

、厚 さ 1 5 0 n m ) を成膜 し、 I T O 膜の一部 を レーザ一アブ レ一 シ ヨンに

よってエ ッチング して第一電極 1 2 を形成す る。そ して、第一電極 1 2 の表

面を超音波洗浄および U V — 才 ゾン洗浄によって洗浄す る。超音波洗浄では

、例 えば、アセ トン、またはイ ソプロピルアル コール （I P A ) を洗浄液 と

して 1 0 分間程度の洗浄 を行 う。また、 U V _ オ ゾン洗浄では、例 えば、 U

V _ オ ゾン洗浄機 を用 いて 3 0 分間程度の洗浄 を行 う。なお、支持基板 1 1

( フ ィル ム テー プ 1 1 ' ) を金属板等で形成す る場合には、金属板表面にプ

ラズマ C V D 処理等 を施 し、絶縁処理 を行 う。

[01 52] 続 いて、図 1 1 ( c ) に示す ように、真空蒸着法によって有機 E L 層 1 3

を第一電極 1 2 上 に形成す る。具体的には、第一電極 1 2 上 に、正孔注入層

と してスターバ一ス トア ミンのm _ M T D A T A (例 えば、厚 さ 3 0 n m )

を成膜す る。また、正孔注入層上には、正孔輸送層 （電子阻止層） と して T

C T A (例 えば、厚 さ 1 O n m ) を成膜す る。なお、膜厚は水晶振動子によ



つて測定す ることが好ま しい。

[01 53] 次 に、正孔輸送層上に、発光層 と して緑色発光層、青色発光層、および赤

色発光層の順に積層す る。 これ らの発光層は、 2 成分の共蒸着によって達成

できる。緑色発光層は、例 えば、 C B P (ホス ト材料）、および I r ( p p

y ) 3 (緑色発光 ドーパ ン ト）を、それぞれの蒸着速度比が 0 . 9 2 : 0 . 0

8 となるように制御 して共蒸着す る。例 えば、膜厚は 5 n m である。

[01 54] また、青色発光層は、例 えば、 C B P (ホス ト材料）、および F I r p i

c (青色発光 ドーパ ン ト）を、それぞれの蒸着速度比が 0 . 9 2 : 0 . 0 8

となるように制御 して共蒸着す る。例 えば、膜厚は 3 0 n m である。

[01 55] 同様 に、赤色発光層は、例 えば、赤色発光層の形成は、例 えば、 C B P (

ホス ト材料）、および （p i q ) 2 I r ( a c a c ) (赤色発光 ド一パ ン ト）

を、それぞれの蒸着速度比が 0 . 9 2 : 0 . 0 8 となるように制御 して共蒸

着す る。例 えば、膜厚は 5 n m である。

[01 56] 続 いて、発光層上に、正孔阻止層 と して B C P (例 えば、厚 さ 1 O n m )

を成膜 し、電子輸送層 と して A I q ( 3 O n m ) を成膜す る。そ して、電子

輸送層上に、電子注入層 と して L i F ( 0 . 5 n m ) を成膜す る。

[01 57] 次 に、図 1 1 ( d ) に示す ように、電子注入層上に、真空蒸着法によって

アル ミニウム膜 （例 えば、厚 さ 1 O O n m ) を成膜 して第二電極 1 4 を形成

す る。その後、図 1 1 ( e ) に示す ように、第二電極 1 4 上 に、保護層 1 5

と して S i O N 膜 （例 えば、厚 さ 1 O O n m ) を成膜す る。なお、以上の有

機 E L 層 1 3 は、当該有機 E L 層 1 3 を構成す る材料の少な くとも 1 種類の

材料 を真空条件下で蒸着す るの と同時、あるいは蒸着 した後に、熱処理また

は紫外線照射す ることが好ま しい。 これ によれ ば、熱処理または紫外線照射

によって、基板が加熱 され、反応が促進 し、 （1 ) 蒸着重合 を完遂 させ るこ

とができ、なおかつ （2 ) 重合度 をコン トロールす ることができる。 さらに

、熱処理によって、蒸着膜 内の分子配向を制御す ることもできる。また、紫

外線照射 した場合には、紫外線照射 した後に、熱処理 を行 うことがよ り好ま

しい。 これ によれ ば、紫外線照射によって基板が加熱 され、反応が促進 し、



( 1 ) 蒸着重合 を完遂 させ ることができ、なおかつ （2 ) 重合度 をコン ト口

—ルす ることができる。そ して、熱処理 をその後に行 うことによって、蒸着

膜 内の分子配向を制御す ることができる。 さらに、紫外線照射時に、マスク

を用 いてパ ター ンを転写 し、紫外線照射後に硬化 していない部分 を除去すれ

ば、パ ター ン形成 を行 うことも可能である。

[01 58] 最後 に、図 1 1 ( f ) に示す ように、フィルムテー プ 1 1 ' を所定の長 さ

に分断 して、有機 E L 素子 2 0 を 1 つ 1 つ切 り分 ける。

[01 59] 複 数色の有機 E L 素子 2 0 を用 いる場合には、発光領域か ら有機 E L 素子

2 0 の端部までのマ一 ジンの長 さを不均一にす ることによ り、各有機 E L 素

子 2 0 を長軸方向にず らして配設 した場合でも、各発光領域の位置 を長軸方

向に揃 えることができる。

[01 60] (有機 E L 照明装置 1 の製造方法）

上述 したように、本実施形態では、フィルムテー プ 1 1 ' 上 に複数の第一

電極 1 2 を形成 し、各第一電極 1 2 上 に有機 E L 層 1 3 および第二電極 1 4

等 を順に積層 して形成 している。有機 E L 層 1 3 および第二電極 1 4 等の形

成は、 ロール ッゥロール蒸着装置 （リール ッゥ リール蒸着装置）を用 いてい

る。 これ について、図 1 2 を参照 して説明す る。図 1 2 ( a ) は、本実施形

態に係 る有機 E L 素子 2 0 を形成す るロール ッゥロール蒸着装置 を示す概略

図である。図 1 2 ( b ) は、第一基板 1 7 上 に有機 E L 素子 2 0 を配置 した

状態 を示す図である。図 1 2 ( c ) は、第一基板 1 7 を覆 うように して第二

基板 1 8 を配置 し照明パネル 1 0 を作製す る工程 を示す図である。図 1 2 (

d ) は、ヘ ッ ドボ ックス 2 とポ トム レール 4 との間に、複数の照明パネル 1

0 が配置 された状態 を示す図である。

[01 6 1 ] 複 数の第一電極 1 2 が形成 された フィルムテー プ 1 1 ' を、図 1 2 ( a )

に示す ように、 口一ル ツゥロール蒸着装置 に設置す る。当該 口一ル ツウロー

ル蒸着装置 は、フィルムテー プ 1 1 ' を巻 き掛 けるための 2 つの ロール 2 2

と、有機 E L 層 1 3 および第二電極 1 4 等 を形成す る複数の形成部 2 3 を備

えている。



[01 62] 例 えば、 1 m s e c の定速でフィルムテー プ 1 1 ' が各形成部 2 3 を通

過す るように送 り出す。 これ によつて、フィルムテー プ 1 1 ' が各形成部 2

3 を通過す る際に、当該形成部 2 3 によって第一電極 1 2 上に有機 E L 層 1

3 および第二電極 1 4 等が順に蒸着 され、最終的には、フィルムテー プ 1 1

' 上 に第一電極 1 2 、有機 E L 層 1 3 、および第二電極 1 4 が積層 された も

のが複数形成 され る。

[01 63] 第一電極 1 2 、有機 E L 層 1 3 、および第二電極 1 4 が積層 された フィル

ムテー プ 1 1 ' をロール 2 2 に巻 き取 った後、 ロール 2 2 に巻 き取 られた フ

イルムテー プ 1 1 ' を所定の長 さに分断す る。 このように して、複数の有機

E L 素子 2 0 を作製す ることができる。 ここで、公知の検査方法によって、

作製 した有機 E L 素子 2 0 の検査 を行 い、不良品を取 り除 くことが好ま しい

[01 64] 次に、図 1 2 ( b ) に示す ように、第一基板 1 7 上に、作製 した有機 E L

素子 2 0 を配置 して、有機 E L パネル 1 0 ' を形成す る。 この際、第一基板

7 上には、マスクを用 いた真空蒸着法、スパ ッタ法、フォ トリソグラフィ

技術等の方法 を用 いて、予め導電配線 9 を形成 してお く。そ して、例 えば、

無鉛ハ ンダ等によって形成 した接続配線 8 を介 して、第一基板 1 7 上に配置

した有機 E L 素子 2 0 を導電配線 9 と接続す る。

[01 65] 続 いて、図 1 2 ( c ) に示す ように、有機 E L 素子 2 0 を配置 した第一基

板 1 7 を覆 うように して、第二基板 1 8 を第一基板 1 7 上に固定す る。なお

、第二基板 1 8 の固定には、例 えば、 U V 硬化樹脂 を用 いることができる。

当該 U V 硬化樹脂 と して、例 えば、ス リ一ポ ン ド社製の 3 0 Y — 3 3 2 等の

ェポキシ樹脂等が適用できる。

[01 66] 最後に、図 1 2 ( d ) に示す ように、ヘ ッ ドボ ックス 2 とポ トム レール 4

との間に、複数の照明パネル 1 0 を配置す る。具体的には、へ ッ ドボ ックス

2 か ら伸びたラダー コ一 ド6 の上記第 3 の コー ド上に照明パネル 1 0 を載せ

、当該 ラダ一コー ド6 に接続 された分岐配線 5 と導電配線 9 とを接続配線 8

を介 して接続す る。その後、昇降 コー ド3 を照明パネル短辺近傍 に配す る。



このように して、有機 E L 照明装置 1 を作製す ることができる。

[01 67] なお、上述 したように、本実施形態においては 口一ル ツゥロール蒸着装置

を用 いて有機 E L 素子 2 0 を作製す ることが好ま しい。 これ は、 口一 ル ツゥ

ロール蒸着装置では、装置が大型化せず、かつ材料の利用効率が優れている

ためである。 しか しなが ら、特に これ に限定 され るわ けではな く、他の装置

を用 いて有機 E L 素子 2 0 を作製 しても良い。

[01 68] (本実施の形態の作用効果）

以上のように、本実施形態における有機 E L 照明装置 1 は、ラダ一 コー ド

6 が導電性 を有 してお り、照明パネル 1 0 に設 けられた有機 E L 素子の電極

に対 して電圧 も しくは電流 を供給す ることができるように構成 されている。

従来では、各照明パネル を支 えるラダー コー ドと、各照明パネルに電圧 を印

加す る配線 コー ドとが別々に設 けられていた。そのため、 これ によ り、照明

装置 を構成す る配線が照明パネルの発光面か らみて、正面及び側面等に配 さ

れ、照明光 を遮断す るという、ネガテ ィブな効果をも生み出 していた。 しか

しなが ら、本実施形態に係 る有機 E L 照明装置 1 では、複数の照明パネル を

支 えて これ らの傾 きを変えるためのラダ_ コ_ ドが、各照明パネルに電力を

供給す る配線機能 を具備 している。 これ によつて、ラダ一 コー ドと、各照明

パネルに電圧 を印加す る配線 コ一 ドとを別々に構成す る従来の ものに比べて

、構成 を簡略化す ることができる。また、配線 コー ドを別途設 けることによ

る照明パネルの発光の遮断がな く、照明装置 を設置 した部屋の照度 を効率良

く高めることが出来る。

[01 69] そ して、ラダー コー ド6 は、各照明パネル 1 0 の長軸方向に沿 って対向す

る 2 つの長辺の うちの一方の長辺側 において、は上記配列方向に沿 って所定

の間隔を有 して複数配設 された第 1 の コー ド6 a と、上記 2 つの長辺の うち

の他方の長辺側 において上記配列方向に沿 って所定の間隔を有 して複数配設

された第 2 の コ一 ド6 b とを有 してお り、へ ッ ドボ ックス 2 に設 けられてい

る商用電源か らの正極の電圧が第 1 の コー ドに印加 され、上記電源か らの負

極の電圧が上記第 2 の コ一 ドに印加 され るように構成 されている。そのため



、発光素子の電極 における電圧降下による輝度の不均一性 を回避す ることが

できる。

[01 70] また、第 1 の コー ド6 a と第 2 の コー ド6 b と力、 照明パネル 1 0 の長軸

方向に沿 って所定の間隔を有 して複数設 けられていることか ら、ラダ_ コ_

ド6 (配線） と照明パネル 1 0 の電極 との間の距離 を比較的短 く構成す るこ

とができる。ラダ一 コー ド （配線） と照明パネルの電極 との間の距離が離れ

ていると電圧降下現象が発生 して しま う。 しか し、本構成によれ ば、ラダ一

コー ド （配線） と照明パネル 1 0 の電極 との間の距離 を比較的短 く構成す る

ことによって、そのような現象 を回避す ることができる。 したが って、発光

斑の無い、良好な照明を実現す ることができる。

[01 7 1 ] また、上記の効果 と共に、小型の有機 E L 素子 を複数搭載 した照明パネル

を複数配置す ることによって、大面積の集積型照明装置が実現 され、製造 コ

ス トも低 く抑 えることができる。

[01 72] また、上記の構成に加 えて、昇降 コー ド3 を巻 き取 る、または繰 り出す こ

とによって、上記複数の照明パネル 1 0 を重ねてまとめるように して移動 さ

せ、且つ、まとめた状態か ら互 いに離す ように して移動 させ ることができる

。 これ によ り、照明装置 を使用 していない時には、複数の照明パネル を重ね

てまとめることができる。本発明のような、いわゆ るブライン ド型照明装置

は、通常のウィン ドウ トリ一 トメン 卜での遮光インテ リアの ブライン ドと し

ての機能 も兼ね備 えている。そのため、上記の構成 を採用す ることによ り、

当該 ブライン ド型照明装置 を使用 していないときには巻 き上 げて折 りたたむ

ことができる。

[01 73] また、昇降 コー ド3 力、 帯状の上記複数の照明パネル 1 0 の長手方向の端

部側 に配設 されている。 これ によ り、例 えば図 1 5 に示 した従来構成では巻

き取 り紐 1 0 9 がスラッ ト1 0 2 の中央部に設 けられた穴 を貫通 して配設 さ

れているのに対 して、そのような穴 を設 ける必要が無 くなる。 これ によ り、

構造上発光部分の面積 を広 く取 ることができ、また、必要な照度 を稼 ぐこと

が容易 となる。更に、パネル中央に穴 を設 ける必要が無いため、発光素子製



造 プロセス （パネル製造 プロセス）が簡略化できる。

[01 74] なお、本実施形態では、ラダ一 コー ド6 力、 第 1 の コー ドと、第 2 の コ一

ドと、第 3 の コー ドと、分岐配線 5 とを備 えた構成について説明 したが、本

発明は これ に限定 され るものではな く、当該第 3 の コー ドを設 けず、分岐配

線 5 が照明パネル 1 0 に電気的に接続 されているとともに、照明パネル 1 0

に物理的にも接続 されていて照明パネル 1 0 を支持す るように構成 されてい

てもよい。

[01 75] (代替形態 1 )

以上で説明 した本実施形態では、照明パネル 1 0 (第一基板 1 7 および第

二基板 1 8 ) には空孔が一切設 けられていない。 しか しなが ら、必ず しもこ

れ に限定 され るわ けではな く、照明パネル 1 0 (第一基板 1 7 および第二基

板 1 8 ) に複数の空孔が設 けられてお り、当該空孔内を昇降 コー ド3 が通 る

ように構成 されていてもよい。図 1 3 は、 この形態について示 した図である

[01 76] この形態では、図 1 3 に示す ように、照明パネル 1 0 (第一基板 1 7 およ

び第二基板 1 8 ) の長軸方向の両端付近に、空孔 （ガイ ド部） 1 6 が設 けら

れてお り、 1 本の昇降 コー ド3 が各照明パネル 1 0 の一方側の空孔 1 6 を通

つてお り、別の 1 本の昇降 コー ド3 が各照明パネル 1 0 の他方側の空孔 1 6

を通 っている。昇降 コー ド3 は空孔 1 6 内を通 っているだ けで、照明パネル

0 と昇降 コー ド3 とが互 いを固定 しているわ けではない。 しか しなが ら、

それぞれの位置関係が定まるため、安定 した巻 き取 りが可能 となる。

[01 77] なお、 この空孔 1 6 は、昇降 コー ド3 と照明パネル 1 0 との間を固定化せ

ずに巻 き取 りを安定化す る機構 と しての働 きを具備す るために設 けた もので

あ り、そのような働 きをすれ ば空孔 という形式に捕 らわれない。他のガイ ド

部 と しては、照明パネルの端部に設 けた溝、切 り込み、及び、照明パネル端

部 よ り出た フック等が挙 げ られ る。

[01 78] ここで、空孔、溝、または切 り込みであれ ば、その配設位置 は、照明パネ

ル 1 0 の端辺 （縁）か ら内側 に 1 O m m 以内の範囲内であることが好ま しく



、フックであれ ば、照明パネル 1 0 の端辺 （縁）か ら外側 に 1 O m m 以内の

範囲内に設 けられていることが好ま しい。 これ によ り、照明パネル 1 0 中に

おいて有機 E L 素子 2 0 の発光部分の面積 を広 く取 ることが出来、また、必

要な照度 を稼 ぐことが容易 となる。

[01 79] また、空孔 1 6 が設 けられている場合には、第一基板 1 7 と第二基板 1 8

とを接続す る際に、 この空孔 1 6 を位置決め部 と して用 いて、第一基板 1 7

に設 けた空孔 1 6 と、第二基板 1 8 に設 けた空孔 1 6 とが一致す るように し

て第一基板 1 7 と第二基板 1 8 との位置 を決めることができる。なお、溝、

切 り込み、フックな どが形成 されている場合でも同様 に上下基板の該 当部が

—致す るよう配置 して照明パネル 1 0 を形成す ることができる。

[01 80] なお、図 1 3 では、照明パネル 1 0 の長軸方向の両端付近に設 けた構成 と

したが、本発明は これ に限定 され るものではな く、有機 E L 素子 2 0 の形成

に支障がない位置 に設 けれ ば良い。従 って、上記両端付近に加 えて、例 えば

、照明パネル 1 0 の中央部、すなわち、 2 つの有機 E L 素子 2 0 と有機 E L

素子 2 0 との間にも設 けても良 く、あるいは、 1 本の昇降 コー ド3 のみ を設

ける構成の場合には、 この中央部のみ に空孔を設 けて、 これ に当該昇降 コ 一

ド3 を通 しても良い。

[01 8 1 ] (代替形態 2 )

本実施形態に設 けられた照明パネル 1 0 の第一基板 1 7 および第二基板 1

8 は、湾曲できる構成 と しているが、 これ に更に、第一基板 1 7 および第二

基板 1 8 の湾曲率 を適宜調整す ることが調整手段 を設 けた構成であっても良

い。

[01 82] 図 1 4 は、調整手段 を設 けた態様 を説明す る図であ り、図 1 4 の （a ) は

、照明パネル 1 0 を、その短辺側か らみた図である。なお、本実施形態の構

成に基づけば、図 1 4 の （a ) に示す 3 つの照明パネル 1 0 のそれぞれの中

心部分に昇降 コー ド3 が配設 されているはずであるが、説明の便宜上、昇降

コー ド3 は図示を省略す る。また、図 1 4 の （b ) は、 1 つの照明パネル と

その近傍の構成だ けを抜粋 して示 した ものであ り、図 1 4 の （a ) に破線で



囲み を設 けた箇所に相 当す る。

[01 83] 本形態では、照明パネル 1 0 の片面側 に、照明パネル 1 0 の長手方向に沿

つた中心軸部分に沿 って調整手段 3 0 が配設 されている。よ り具体的には、

照明パネル 1 0 の片面 と、照明パネル 1 0 をその短軸方向に横断す るラダー

コ一 ド6 との間に配置 されている。

[01 84] 調整手段 3 0 の、照明パネル 1 0 の上記短軸の方向に沿 った長 さは、照明

パネル 1 0 の上記短軸の長 さの 1 0 分の 1 〜 2 分の 1 であれ ば、後述す る仕

組み によって照明パネル 1 0 を湾曲 させ ることができるため好ま しい。 1 0

分の 1 を下回ると充分にスラッ トを加圧す ることができず、 2 分の 1 を上回

ると照明パネル 1 0 の中心部分のみ を加圧す ることができないため照明パネ

ル 1 0 を湾曲 させ ることが困難になる虞がある。

[01 85] 調整手段 3 0 は、短軸の方向に沿 って照明パネル 1 0 を横断す るラダー コ

— ド6 に固定 されていれ ば良い。 しか しなが ら、 これ に限定 され るものでは

な く、照明パネル 1 0 の片面に固定 されていてもよ く、ラダ一 コー ド6 およ

び照明パネル 1 0 の片面の両方に固定 されていてもよい。

[01 86] 以下、本実施形態の照明パネル 1 0 力、 図 1 4 の （a ) のように照明パネ

ル 1 0 の表面を水平に した ときに、上方に向いて光が出射 され るように構成

されているもの と して説明す る。

[01 87] 図 1 4 の （a ) の状態の場合、ラダー コー ド6 が撓んでお り、調整手段 3

0 は照明パネル 1 0 に対 して押圧 を加 えていない。

[01 88] そ こで、図 1 4 の （a ) の状態か ら、照明パネル 1 0 の上記表面角度 を変

化 させ るためにラダー コー ド6 を動かす と、例 えば図 1 4 の （b ) に示す よ

うに、照明パネル 1 0 の光出射面側が紙面右側 に向き、紙面右側 に向けて光

を出射す ることができる。 この傾斜状態において、調整手段 3 0 は、照明パ

ネル 1 0 における光出射面側 とは反対側 （背面側 と称す る）に在 って、近接

す るラダー コー ド6 の張力を受けて、照明パネル 1 0 の背面側か ら照明パネ

ル 1 0 を光出射面側 に向けて加圧す る。

[01 89] 調整手段 3 0 か ら押圧 を受けた照明パネル 1 0 は、調整手段 3 0 に対向す



る領域、すなわち照明パネル 1 0 の上記中心軸部分のみが押圧方向に向けて

突出 し、図 1 4 の （b ) に示す ように湾曲 した状態 となる。 これ によ り、 こ

の照明パネル 1 0 か ら出射 され る光は、図 1 4 の （a ) に示す フラッ トな照

明パネル 1 0 か ら出射 され る光に比べて、拡散光 となる。

[01 90] このように拡散光 とす ることで室内を広 く照明す ることができる。

[01 9 1 ] 調整手段 3 0 の材料 と しては、照明パネル 1 0 を加圧できるものであれ ば

特に有機 無機材料 に限定 されないが、好適にはプラスチ ック材料が好ま し

し、。プラスチ ック材料 と しては公知の材料 を使用でき、例 えばポ リエチ レン

ゃポ リプロピレンな どが挙 げ られ る。

[01 92] なお、後述す る変形例 において説明す るポ トムェ ミッシ ョン型のスラッ ト

を用 いる場合には、照明パネル 1 0 における調整手段 3 0 側か ら光が出射 さ

れ るので、その場合には調整手段 3 0 と して光透過性 を有す る材料 を用 いる

。また調整手段 3 0 の形状は、照明パネル 1 0 をその短軸方向に横断す るラ

ダ一コー ド6 に接着 されていれ ば特に限定 されない。

[01 93] この ように、調整手段 3 0 を備 えることによ り、可塑性 を有す る照明パネ

ル 1 0 は、照明パネル 1 0 の回動に応 じて、湾曲す る。すなわち、照明パネ

ル形状 を短軸方向に沿 って任意の曲率半径に可逆的に変化 させ ることができ

る。照明パネル を曲率半径に可逆的に変化 させ ることで、照明パネルに配設

した有機 E L 素子か ら出射 され る光 を拡散 させた り、集光 させた りす ること

ができる。

[01 94] 上述のように調整手段 3 0 を設 けることによって、有機 E L 照明装置 1 の

光出射面側 を凸状に湾曲 させた場合には、有機 E L 照明装置 1 の光 を容易に

発散 させ ることができ、当該有機 E L 照明装置 1 を設置 した部屋、または空

間を広範囲に照 らす ことが可能 とな り、一方、有機 E L 照明装置 1 の光出射

面側 を凹状に湾曲 させた場合には、有機 E L 照明装置 1 の光 を容易に集光 さ

せ ることができ、当該有機 E L 照明装置 1 の設置位置か らほど近 い、点また

は面等 を集中的に照 らす ことが可能 となる。

[01 95] 更 に、有機 E L 照明装置 1 自体のデザインの幅が広がる。



[01 96] (代替形態 3 )

本実施形態は有機 E L 照明装置について説明 したが、例 えば、無機 E L 照

明装置、プラズマ照明、または電界放出型ランプ （F E L ；F i e I d E

i s s i o n L a m p ) 等の照明装置であっても良い。また、本実施形

態では、有機 E L 照明装置 1 を照明装置 として用いる場合を示 したが、例 え

ば、有機薄膜太陽電池または有機 トランジスタ （有機 F E T ) 等 として用い

ても良い。これ らの場合でも、各パネルに電力を供給する配線機能具備 し、

また、余計な配線を増やさずに電力供給元の配線を多 く短い間隔で敷設 した

ことによ り、電圧降下現象を防 ぐことが出来、均一発光照明を提供出来る。

また、当該配線コー ドが照明パネルの発する光を遮断することな く、照明装

置を設置 した部屋の照度を効率良 く高めることも出来る。

[01 97] 本発明は上述 した実施形態に限定されるものではな く、請求項に示 した範

囲で種々の変更が可能である。すなわち、請求項に示 した範囲で適宜変更 し

た技術的手段を組み合わせて得 られる実施形態についても本発明の技術的範

囲に含まれる。

実施例

[01 98] 以下、実施例 を挙げて本発明をさらに詳 しく説明するが、本発明はその要

旨を超えない限 り、これ ら実施例に限定されるものではない。

[01 99] 〔実施例 1 〕

長 さ4 5 O m m 、および幅 5 0 m m の帯状の R G B 積層型白色有機 E L 素

子を採用 した有機 E L 照明装置を作製 した。

[0200] 具体的には、本実施例 1 では、図 4 に示 した第一基板 1 7 および第二基板

8 として、縦 1 O O O m m 、横 7 0 m m 、および厚 さ0 . 7 m m のガラス

基板を用いた。第一基板 1 7 の表面には、水圧 6 X 1 D - 4 P a の下で厚 さ 1

0 0 n m の導電配線の形成を行 った。当該第一基板 1 7 上に 2 個の有機 E L

素子 2 0 を配置 し、第一基板 1 7 の導電配線 9 と有機 E L 素子 2 0 とを接続

させた。その後、第一基板 1 7 と第二基板 1 8 とを樹脂 1 9 を介 して貼 りあ

わせ、照明パネル 1 0 を作製 した。



[0201 ] 作製 した 2 5 個の照明パネルを、ヘッ ドボックスとボ トム レールとを繋 ぐ

ラダーコ一 ド上に載せ、各照明パネルの短辺側付近に昇降コ一 ドを配置 して

、その後ラダ一コー ドと照明パネルを接続 した。具体的には、照明パネルの

導電配線と、ラダーコー ドに接続された分岐配線とを、無鉛ハンダによって

接続 した。このようにして有機 E L 照明装置を得た。照明パネルを傾けて垂

直になる （有機 E L 照明装置が全開になる）ようにすると、上下に並ぶ 2 つ

の照明パネルは 1 O m m 重なる。そのため、得 られた有機 E L 照明装置の高

さは、 1 5 1 0 m m (幅 6 0 m m X 2 5 枚+ 端の重ならない部分 1 0 m m )

となる。ここで、ヘッ ドボックス （幅 4 0 m m ) およびポ トム レール （幅 1

O m m ) を考慮すると、有機 E L 照明装置の高さは、 1 5 5 O m m となる。

[0202] 得 られた有機 E L 照明装置の色度を株式会社 トプコン製の色彩輝度計 B M

— 5 A を用いて測定 したところ、色度は （0 . 3 3 , 0 . 3 3 ) であった。

また、色温度を大塚電子株式会社製の分光放射輝度計M C P D — 7 0 0 0 に

よって測定 したところ、色温度は 5 6 0 0 K の昼白色発光であった。そ して

、上記輝度計によって測定 した発光輝度は、 1 7 V 時において 5 0 0 0 0 c

d m 2 であった。

[0203] 得 られた有機 E L 照明装置について、昇降コ一 ドを用いて 1 0 0 0 0 回巻

き上げ、巻き下ろす試験を行なったが、有機 E L 照明装置の性能に変化はみ

られなかった。

[0204] 〔実施例 2 〕

1 つの有機 E L 素子を 3 色 （赤色，緑色，青色）に塗 り分けた有機 E L 素

子を採用 した有機 E L 照明装置を作製 した。それ以外の構成は、実施例 1 と

同様である。作製 した有機 E L 照明装置の赤色 （R ) 、緑色 （G ) 、および

青色 （B ) のそれぞれの発光色の点灯率が 3 0 % 、 2 2 % および 6 0 % とな

るようにそれぞれの導電配線に電圧を印加 した。

[0205] 実施例 1 と同様に、得 られた有機 E L 照明装置の色度および色温度を測定

した。色度は （0 . 3 1 , 0 . 3 3 ) であって、色温度は 6 8 0 0 K の昼光

色発光であった。



[0206] 〔実施例 3 〕

実施例 2 と同様に、 1 つの有機 E L 素子を 3 色に塗 り分けた有機 E L 素子

を採用 した有機 E L 照明装置を作製 した。ただ し、作製 した有機 E L 照明装

置の赤色 （R ) 、緑色 （G ) 、および青色 （B ) のそれぞれの発光色の点灯

率が 4 6 %、 2 8 % および 5 0 % となるようにそれぞれの導電配線に電圧を

印加 した。それ以外の構成は、実施例 1 と同様である。

[0207] 実施例 1 と同様に、得 られた有機 E L 照明装置の色度および色温度を測定

した。色度は （0 . 4 0 , 0 . 4 0 ) であって、色温度は 3 8 0 0 K の電球

色発光であった。

[0208] 〔実施例 4 〕

赤色発光有機 E L 素子、緑色発光有機 E L 素子、および青色発光有機 E L

素子の 3 種類の有機 E L 素子を採用 した有機 E L 照明装置を作製 した。作製

した有機 E L 照明装置の赤色発光有機 E L 素子、緑色発光有機 E L 素子、お

よび青色発光有機 E L 素子のそれぞれの点灯率が 3 2 %、 2 0 % および 5 8

% となるようにそれぞれの導電配線に電圧を印加 した。それ以外の構成は、

実施例 1 と同様である。

[0209] 実施例 1 と同様に、得 られた有機 E L 照明装置の色度および色温度を測定

した。色度は （0 . 3 1 , 0 . 3 3 ) であって、色温度は 6 8 0 0 K の昼光

色発光であった。

[021 0] 〔実施例 5 〕

実施例 2 と同様に、 1 つの有機 E L 素子を 3 色に塗 り分けた有機 E L 素子

を採用 した有機 E L 照明装置を作製 した。ただ し、作製 した有機 E L 照明装

置の赤色 （R ) 、緑色 （G ) 、および青色 （B ) のそれぞれの発光色の点灯

率を 0 〜 1 0 0 % の任意の値に経時的に変化 させた。その結果、有機 E L 照

明装置全体 として、発光強度および発光色共にグラデーシ ョン変化する発光

が得 られた。

[021 ] 〔実施例 6 〕

実施例 2 と同様に、 1 つの有機 E L 素子を 3 色に塗 り分けた有機 E L 素子



を採用 した有機 E L 照明装置 を作製 した。ただ し、遠隔操作装置 （リモー ト

コン トロー ラ）によって、作製 した有機 E L 照明装置の赤色 （R ) 、緑色 （

G ) 、および青色 （B ) のそれぞれの発光色の点灯率 を制御できるように設

定 した。そ して、有機 E L 照明装置の点灯中に、各発光色の点灯率 を上記遠

隔操作装置で 0 〜 1 0 0 % の任意の値に設定 した。その結果、有機 E L 照明

装置全体 と して、発光強度および発光色共に所望の値に設定す ることができ

た。

[021 2 ] 以上の実施例 で示 したように、ラダ_ コ_ ドを介 した素子電極 との接続構

造 を取 ることによ り、素子電極の電圧降下による素子特性の不均一性 を抑制

す ることができる。その結果、輝度均一性の高 い集積型 E L 照明装置 を得 る

ことができる。

[021 3 ] また、実施例 2 〜 4 によれ ば、集積型照明装置 には、 1 つの有機 E L 素子

を R G B に塗 り分 けた ものを用 いても、 R G B の 3 種類の有機 E L 素子 を用

いても良い。特に、各発光色の点灯率 を任意の値に設定す ることによって、

所望の発光強度および発光色 を実現す ることができる。

[021 4 ] 実施例 5 によれ ば、集積型照明装置の各発光色の点灯率 を任意の値に経時

的に変化 させ ることによって、様 々な発光強度および発光色が得 られ る。 さ

らに、実施例 6 のように、各発光色の点灯率 を制御す ることができれ ば、集

積型照明装置の各発光色の点灯率 を任意の値に随時選択可能な構成にす るこ

とができる。すなわち、集積型照明装置 に調光性機能および調色性機能 を持

たせ ることができる。

[021 5 ] なお、本発明は上述 した各実施形態に限定 され るものではない。当業者 は

、請求項に示 した範囲内において、本発明をいろいろと変更できる。すなわ

ち、請求項に示 した範囲内において、適宜変更 された技術的手段 を組み合わ

せれ ば、新たな実施形態が得 られ る。すなわち、発明の詳細な説明の項にお

いてな された具体的な実施形態は、あ くまでも、本発明の技術内容 を明 らか

にす るものであって、そのような具体例 にのみ限定 して狭義に解釈 され るベ

きものではな く、本発明の精神 と次に記載す る請求の範囲内で、いろいろと



変更 して実施す ることができるものである。

(本発明の総括）

本発明に係 る照明装置 は、以上のように、

電極が設 けられていて当該電極 に電圧が供給 され ることによって発光す る

発光素子 を有 している、帯状 をな した複数の照明パネル と、

上記複数の照明パネル を保持 し、各上記照明パネル同士がその長軸方向を

揃 えて平行に配列 している状態において、当該配列方向に沿 って配設 されて

いる巻 き取 りコ一 ドであって、当該配列の長 さを調整す ることができるよう

に構成 された巻 き取 りコー ドと、

上記複数の照明パネル を支 えつつ、当該照明パネルの表面角度 を可変 させ

る支持 コー ドと、

を備 えた照明装置であって、

上記支持 コ一 ドは、各照明パネルの長軸方向に沿 って対向す る 2 つの長辺

の うちの一方の長辺側 において上記配列方向に沿 って配設 され る第 1 の コー

ドと、当該第 1 の コー ドと対をな し、上記 2 つの長辺の うちの他方の長辺側

において上記配列方向に沿 って配設 され る第 2 の コー ドとを有 してお り、

上記第 1 の コ一 ドと上記第 2 の コ一 ドとはともに導電性 を有 してお り、当

該第 1 の コー ドおよび当該第 2 の コー ドの導電部分 と上記発光素子に設 けら

れた上記電極 とが電気的に接続 してお り、

上記第 1 の コー ドには正極の電圧が印加 され るように、且つ、上記第 2 の

コ一 ドには負極の電圧が印加 され るように構成 されてお り、

上記発光素子の上記電極 は、陽極 および陰極であ り、

上記発光素子は、

上記支持 コ一 ドの上記第 1 の コー ドが配設 されている上記照明パネルの

上記一方の長辺側 に、上記陽極、および、上記陽極 と上記第 1 の コー ドとを

電気的に接続す るための接続部が設 けられてお り、

上記支持 コ一 ドの上記第 2 の コー ドが配設 されている上記照明パネルの

上記他方の長辺側 に、上記陰極、および、上記陰極 と上記第 2 の コー ドとを



電気的に接続するための接続部が設けられていることを特徴 としている。

[021 7] 上記の構成によれば、複数の照明パネルは巻き取 りコ一 ドによって保持 さ

れている。また、当該巻き取 りコー ドは、のびている長 さを変えることがで

きる。巻き取 りコー ドの長 さが可変することによって、配列 している照明パ

ネルの長 さを調整することができる。具体的には、巻き取 りコー ドは、ロッ

ドのような器具によって巻き取れ られた り、繰 り出された りすることによつ

て、長 さを可変する。

[021 8] 複数の照明パネルは、支持コー ドによって支えられている。支持コー ドは

ロッ ドのような器具によって動かされることによって、或る方向に対する照

明パネルの表面角度を可変させることができる。この支持コ一 ドは一般的な

ブライン ド装置において用いられるラダ一 コ一 ドに相当する。

[021 9] すなわち、本発明に係る照明装置では、器具によって各照明パネルの配置

位置を調整することができる。具体的には、当該器具で巻き取 りコー ド、及

び、支持コー ドを移動 させることによって、複数の照明パネルの配置位置、

及び、傾きを調整することができる。

[0220] 例 えば、マルチロッ ド式の照明装置では、上記器具 として、ロッ ド等を適

用することができる。

[0221 ] そ して、本発明に係る照明装置において注 目すべき構成は、支持コー ドが

発光素子の電極に対 して電圧を供給することができるように構成 されてお り

、正極の電圧が上記第 1 のコー ドに印加 され、負極の電圧が上記第 2 のコー

ドに印加 されるように構成 されている点にある。すなわち、支持コー ドが配

線機能を兼ね備えている。

[0222] 従来では、各照明パネルを支える支持コー ドと、各照明パネルに電圧を印

加する配線コー ドとが別々に、また、照明パネルの短辺側外側に設けられて

いた。パネル末端に一か所 しか配線 として設けていないことによ り、電圧降

下現象が生 じ、発光斑が出来て しまう恐れがある。 しか しなが ら、本発明の

上記構成によれば、照明パネルを支え、且つ、傾きを変える支持コー ドに、

各照明パネルに電力を供給する配線機能を付加 させている。



[0223] これによつて、支持コー ドと、各照明パネルに電圧を印加する配線コー ド

とを別々に構成する従来のものに比べて、構成を簡略化することができる。

また、配線 コ一 ドを別途設けることによる照明パネルの発光の遮断がな く、

照明装置を設置 した部屋の照度を効率良 く高めることが出来る。

[0224] また上記照明パネルには、上記支持コ一 ドの上記第 1 のコー ドが配設 され

ている上記照明パネルの上記一方の長辺側に、上記陽極 と上記第 1 のコー ド

とを電気的に接続するための陽極側接続部が設けられてお り、上記支持 コ一

ドの上記第 2 のコー ドが配設 されている上記照明パネルの上記他方の長辺側

に、上記陰極 と上記第 2 のコー ドとを電気的に接続するための陰極側接続部

が設けられている。有機 E L 等を用いた発光素子では、発光層の上下にそれ

ぞれ正負 （陽陰）の電極を配置 し、該電極間に電流を流す ことによ り発光 さ

せる構成になっている。発光は上下方向の一方か ら取 り出す ことになるため

、少な くとも光取 り出 し側の電極には酸化物等の透明電極を用いる必要があ

る。 しか しなが ら、酸化物等の透明電極はA I 等の金属電極に比べると導電

率が悪い。そのため、このような透明電極は、電源供給配線 とのコンタク ト

部か ら離れるに従 って、電極の抵抗による電圧降下が大きくなるため発光輝

度が低下する。 しか しなが ら、本発明の上記の構成によれば、照明パネルの

長辺側に電源が供給 されることになるので、長辺方向での電圧降下による輝

度の低下を抑えることができる。

[0225] また、上記の効果と共に、小型の発光素子 （有機 E L 素子）を複数搭載 し

た照明パネルを複数配置することによって、大面積の集積型照明装置が実現

され、製造コス トも低 く抑えることができる。

[0226] 更に、本発明に係る照明装置は、

上記対をな した第 1 のコー ドおよび第 2 のコー ドは、上記照明パネルにお

ける上記長軸方向に沿 って所定の間隔をあけて複数設けられていることが好

ま しい。

[0227] 上記の構成によれば、 1 つの支持コー ド （第 1 のコー ドおよび第 2 のコ一

ドの組）が照明パネルの長辺側に沿 って設けられている場合 と比較 して、発



光素子の電極との距離を短 く構成することができることから、より一層、電

圧降下による輝度の低下を抑えることができる。

[0228] また、本発明に係る照明装置は、上記の構成に加えて、

上記照明パネルには、その長辺側の端部に沿って、上記陽極側接続部もし

< は上記陰極側接続部としての金属配線が配設されていることが好ましい。

[0229] 上記の構成によれば、金属配線の導電性が高いことで、上述 したようなス

ラッ ト長辺方向の電圧降下を抑えることができるので、長辺方向の輝度低下

を低減することができる。

[0230] また、本発明に係る照明装置は、上記の構成に加えて、

上記支持コ一 ドの上記第 1 のコー ドおよび上記第 2 のコー ドはそれぞれ、

上記発光素子の上記電極と接続する分岐配線を有 しており、

上記支持コ一 ドと上記分岐配線との接点は固定されていることが好ましい

[0231 ] 上記の構成によれば、上記支持コ一 ドと上記分岐配線との接点が固定され

ていることによって、支持コ一 ドから各照明パネルへの電力供給が安定化さ

れる。

[0232] また、本発明に係る照明装置は、上記の構成に加えて、

上記発光素子は、可撓性の基板を備えていることが好ましい。

[0233] 上記の構成によれば、基板が可撓性を有することから、ロールッゥロール

( o l l t o o l l ) 製法を用いて有機 E L 素子を上記発光素子と

して作製することができる。これによつて、有機 E L 素子を搭載する場合で

あっても、装置導入の初期投資、およびランニングコス ト等を低減すること

が可能である。

[0234] また、本発明に係る照明装置は、上記の構成に加えて、

各上記照明パネルは、短軸方向に沿って湾曲 していることが好ましい。

[0235] 上記の構成によれば、発光素子が発 した光を発散光 （拡散光）とした り、

集光させることができる照明装置を実現することができる。

[0236] また、照明パネルが湾曲 している照明装置が実現されるので、本発明に係



る照明装置のデザィンの幅が広がる。

[0237] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記照明パネルは、上記発光素子の光出射面側 を凸状に して湾曲 している

ことが好ま しい。

[0238] 上記の構成によれ ば、照明装置の光 を容易に発散 させ ることができ、当該

照明装置 を設置 した部屋、または空間を広範囲に照 らす ことが可能 となる。

[0239] しか しなが ら上記の構成に代 えて、本発明に係 る照明装置 は、

上記照明パネルは、上記発光素子の光出射面側 を凹状に して湾曲 していて

もよい。

[0240] 上記の構成によれ ば、照明装置の光 を容易に集光 させ ることができ、当該

照明装置の設置位置か らほど近 い、点または面等 を集中的に照 らす ことが可

能 となる。

[0241 ] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記照明パネルは短軸方向に沿 って湾曲可能であ り、当該照明パネルの湾

曲率 を調整す る調整手段 をさらに備 えていることが好ま しい。

[0242] 上記の構成によれ ば、照明パネルの湾曲率 を適宜調整す ることができるた

め、照明パネルの湾曲率 を、所望の値に設定す ることができる。従 って、発

光素子が発 した光の出射面側 を凸状に湾曲 させた ときには、容易に出射光 を

発散 させ、集積型照明装置 を設置 した部屋、または空間を広範囲に照 らす こ

とが可能 となる。また、発光素子が発 した光の出射面側 を凹状に湾曲 させた

ときには、容易に出射光 を集光 させ ることができ、集積型照明装置の設置位

置か らほど近 い、点または面等 を集中的に照 らす ことが可能 となる。

[0243] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記発光素子は、複数の発光色 を有 してお り、当該発光色 ごとに、独立 し

て駆動す ることができるように構成 されていることが好ま しい。

[0244] 上記の構成によれ ば、集積型照明装置 に調色性および調光性 を持たせ るこ

とができる。

[0245] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、



上記電極 は陽極 および陰極であ り、当該陽極 および陰極の うち、光の出射

面 とは反対側 に位置す る電極 は、光反射性の材料 を含んでなることが好ま し

い。

[0246] 上記の構成によれ ば、発光素子が発 した光が非光出射面側 に出射 されても

、光反射性 を有す る電極 によって反射 され、光出射面側か ら出射 され る。そ

の結果、発光素子が発 した光の利用効率 を高めることができる。

[0247] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記電極 は陽極 および陰極であ り、当該陽極 および陰極の うちの少な くと

も一方 を透明電極 とす ることが好ま しい。

[0248] 上記の構成によれ ば、発光素子が発 した光は、透明電極側か ら出射 され、

光 を効率的に素子の外に取 り出す ことが可能 となる。また、光取 り出 し側 に

ある電極 を透明電極 とす ることによって、マイク ロキヤ ビテ ィ （微小共振器

) 効果で集光 させ ることができる。その結果、発光効率の向上、および色純

度の向上が実現 され、光に指向性等 を持たせ ることができる。

[0249] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記照明パネルは、対向す る 1 対の基板の間に、上記発光素子 を配設 した

構造 とな ってお り、

上記 1 対の基板の うち、光の出射側 とは反対側 に位置す る基板は、光反射

性の材料、または光反射性の表面を有す る材料か ら構成 されてお り、

上記 1 対の基板の間隙部分は、光反射性の材料、または光反射性の表面を

有す る材料で封 じられていることが好ま しい。

[0250] 上記の構成によれ ば、発光素子の光出射面以外の面か ら出射 された光は、

照明パネルの壁面 （有機 E L 素子 を取 り囲む照明パネルの壁面）に反射す る

。従 って、よ り効果的に発光素子か ら漏れ出た光 を取 り出す ことができる。

[0251 ] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記発光素子は、その光出射面側 に、光拡散性 を有す る樹脂層 を有 してい

ることが好ま しい。

[0252] しか しなが ら上記の構成に代 えて、本発明に係 る照明装置 は、



上記発光素子が、その光出射面側に、光拡散性を有する光拡散板を有 して

いてもよい。

[0253] 発光素子の一例である有機 E L 素子の場合、一般的に、発 した光は広 く拡

散 されて出射 される。そのため、通常はマイクロキヤビティ （微小共振器）

構造を採用 し、光路長を調節することによって共振 させ集光 させている。そ

の結果、発光効率の向上、および色純度の向上が実現 され、光に指向性等を

持たせることができる。

[0254] 上記の構成によれば、光出射面側に光拡散性の樹脂層を形成、または、光

拡散板を導入 している。これによつて、出射光は、光拡散部分を通過 し、光

出射面か ら均一に拡散 して出射 され、照明装置の色純度 と発光効率 とを向上

させると共に、広視野角化を実現することができる。

[0255] あるいは、本発明に係る照明装置は、上記の構成に代えて、

上記 1 対の基板の うち、光出射面側の基板が、光拡散性の材料で構成 され

ていてもよい。

[0256] 上記の構成によれば、光出射面側の基板を光拡散性の材料で構成 している

。これによつて、出射光は、光拡散部分を通過 し、光出射面か ら均一に拡散

して出射 され、照明装置の色純度 と発光効率 とを向上 させると共に、広視野

角化を実現することができる。

[0257] また、本発明に係る照明装置は、上記の構成に加えて、

上記発光素子は、その光出射面側に、波長変換層を有 していることが好ま

しい。

[0258] 上記の構成によれば、波長変換層を用いることによって、有機 E L 素子が

発 した光を所望の波長の光へ と変換することができる。

[0259] また、本発明に係る照明装置は、上記の構成に加えて、

上記発光素子は、その光出射面側に、円偏光板を有 していることが好ま し

い。

[0260] 上記の構成によれば、円偏光板によって、発光素子が発 した光を円偏光 さ

せ、外光反射を抑制することができる。



[0261 ] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記発光素子は、その光出射面側 に、カラー フィル タを有 していることが

好ま しい。

[0262] 上記の構成によれ ば、カラ一 フィル タによって、発光素子が発 した光 を所

望の波長の光のみ を出射 させ ることができ、なおかつ外光反射の抑止 低減

効果を得 ることができる。

[0263] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記発光素子は、上記電極 と して陽極 および陰極 を有 している、有機 E L

素子であ り、

上記有機 E L 素子は、更に、電荷発生層 を有 していることが好ま しい。

[0264] 上記の構成によれ ば、陽極か ら伝搬 された正孔 と、陰極か ら伝搬 された電

子 とを、効率的に発光領域 に伝播す ることができる。そ して、電荷発生領域

が有機 E L 層の間に形成 されてお り隣 り合 う各発光領域の間に等電位面を形

成す ることによ り、駆動電圧は高 くなる一方で流れ る電流が小 さくな り、優

れた発光寿命 を得 ることができる。

[0265] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記発光素子は、上記電極 と して陽極 および陰極 を有 している、有機 E L

素子であ り、

上記陰極 は、マグネシウム と銀 とを 1 対 9 の割合で共蒸着 して形成 されて

な り、

上記有機 E L 素子は、フッ化 リチウムか らなる電子注入層 を有 しているこ

とが好ま しい。

[0266] 上記の構成によれ ば、陰極か ら注入 され る電子 を、効率良 く発光領域 に注

入す ることができる。

[0267] また、本発明に係 る照明装置 は、上記の構成に加 えて、

上記発光素子は、上記電極 と して陽極 および陰極 を有 している、有機 E L

素子であ り、

上記有機 E L 素子は、発光領域 を含む有機層 を有 してお り、当該有機層は



、両電荷輸送性材料で構成されていることが好ましい。

[0268] 上記の構成によれば、両電荷輸送材料が、陽極から注入された正孔、およ

び陰極から注入された電子を、 （1 ) 高移動度かつ高バランスで発光領域に

まで伝播することができ、また、 （2 ) 最高被占準位 最低空準位 （H OM

O L U M O ) エネルギー差が十分大きく （3 e V 程度）、なおかつワイ ド

ギヤップ材料であることから、高い発光効率を得ることができる。

[0269] また、本発明に係る照明装置は、上記の構成に加えて、

上記発光素子は、上記電極として陽極および陰極を有している、有機 E L

素子であり、

上記発光領域は、上記両電荷輸送性材料に発光 ドーパン トを ドープして形

成されており、

上記陽極および上記発光領域の間に、上記両電荷輸送性材料と電子阻止性

材料とによって形成された電子阻止領域と、

上記陰極および上記発光領域の間に、上記両電荷輸送性材料と正孔阻止性

材料とによって形成された正孔阻止領域と、

をさらに有しており、

上記電子阻止領域を構成する上記両電荷輸送性材料は、上記発光領域を構

成する両電荷輸送性材料の最低空軌道よりも高い最低空軌道を有していると

いう第一条件、および上記正孔阻止領域を構成する上記両電荷輸送性材料は

、上記発光領域を構成する両電荷輸送性材料の最高被占軌道よりも浅い最高

被占軌道を有しているという第二条件

のうち、少なくとも何れかの条件を満たしていることが好ましい。

[0270] 上記の構成によれば、両電荷輸送材料によって構成されている発光領域を

挟んで、電子の移動を阻止する電子阻止領域と、正孔の移動を阻止する正孔

阻止領域とが設けている。そのため、陽極から伝搬された正孔と、陰極から

伝搬された電子とが、発光領域内に閉じ込められるので、発光領域において

正孔および電子が再結合する確率が高まり、有機 E L 素子の駆動電圧を低下

することができる。



[0271 ] また、発光領域 において正孔および電子が再結合す る確率が上が るので、

内部量子収率 は向上 し、発光効率 を向上 させ る ことができる。 しか し、必ず

しも電子阻止領域 と正孔阻止領域 との双方 を具備す る必要 はな く、何れか一

方 を有 しているだ けで も、正孔および電子の再結合確率 を十分 に高め る こと

ができる。従 って、高輝度、高効率 および長寿命 を実現す る有機 E L 素子 を

提供す る ことができる。

[0272] また、本発 明に係 る照明装置 は、上記の構成 に加 えて、

上記発光素子 に設 け られた上記電極 に対 して電圧 を供給す る供給源 である

電源 を更に備 えてお り、

上記電源か ら、当該第 1 の コー ドと当該第 2 の コー ドとを介 して、上記発

光素子の上記電極 に対 して電圧 も しくは電流 を供給す る ことができるよ うに

構成 され てお り、

上記電源か らの正極の電圧が上記第 1 の コー ドに印加 され 、上記電源か ら

の負極の電圧が上記第 2 の コー ドに印加 され るよ うに構成 され ている ことが

好ま しい。

[0273] 上記の構成 によれ ば、電源 を備 えている ことか ら、外部電源 に接続す る必

要な く、本発 明に係 る照明装置のみ で照明機能 を実現す る ことが可能 となる

[0274] また、本発 明に係 る照明装置の製造方法 は、上記の課題 を解決す るために

電極が設 け られ ていて当該電極 に電圧が供給 され る ことによって発光す る

発光素子 を有 している、帯状 をな した複数の照明パネル と、

上記複数の照明パネル を保持 し、上記複数の照明パネル 同士がその長軸方

向を揃 えて平行 に配列 している状態 において、当該配列方 向に沿 って配設 さ

れ ている巻 き取 りコ 一 ドであって、当該配列の長 さを調整す る ことができる

よ うに構成 された巻 き取 りコー ドと、

上記複数の照明パネル を支 えつつ、当該照明パネルの表面角度 を可変 させ

る支持 コー ドと、



を備えた照明装置の製造方法であって、

上記発光素子を配設 した上記照明パネルを形成する照明パネル形成工程 と

導電性を有する支持コー ドを準備 し、当該支持コー ドの導電部分 と、上記

発光素子の電極 とを接続する接続工程 とを含み、

上記接続工程では、配列 している各照明パネルの長軸方向に沿 って対向す

る 2 つの長辺の うちの一方の長辺側において上記配列方向に沿 って配設 され

る第 1 のコー ドと、当該第 1 のコー ドと対をな し、上記 2 つの長辺の うちの

他方の長辺側において上記配列方向に沿 って配設 される第 2 のコー ドとを有

する上記支持コ一 ドを準備 して、正極の電圧が上記第 1 のコー ドに印加 され

るように、且つ、負極の電圧が上記第 2 のコー ドに印加 されるように配設 し

上記照明パネル形成工程では、上記電極 として陽極および陰極を有 した上

記発光素子を形成 し、上記支持コ一 ドの上記第 1 のコー ドが配設 されている

上記照明パネルの上記一方の長辺側に、上記陽極、および、上記陽極 と上記

第 1 のコー ドとを電気的に接続するための接続部を形成 し、上記支持コ一 ド

の上記第 2 のコー ドが配設 されている上記照明パネルの上記他方の長辺側に

、上記陰極、および、上記陰極 と上記第 2 のコー ドとを電気的に接続するた

めの接続部を形成することを特徴 としている。

[0275] 上記の方法によれば、複数の照明パネルの傾きを変える支持コー ドに、各

照明パネルに電力を供給する配線機能を付加 させている。これによつて、配

線コー ドを別途設ける場合 と比較 して当該配線コ一 ドによる照明パネルの発

光の遮断を回避することができ、照明装置を設置 した部屋を高い照度で照明

することができる。

[0276] また、小型の発光素子 （有機 E L 素子）を複数搭載 した照明パネルを複数

配置することによって、大面積の集積型照明装置が実現 され、製造コス トも

低 く抑えることができる。

[0277] また、本発明に係る照明装置の製造方法は、上記の構成に加えて、



上記照明パネル形成工程には、少なくとも陽極、発光領域を含む有機層、

および陰極をこの順で基板上に形成 した有機エレク ト口ル ミネッセンス素子

を上記発光素子として形成する有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程

が含まれており、

有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程は、上記有機エレク トロル ミ

ネッセンス素子を口一ルツゥロール法によって形成することが好ましい。

[0278] 上記の方法によれば、大面積の集積型照明装置が実現され、製造コス トも

低 く抑えることができる。

[0279] また、本発明に係る照明装置の製造方法は、上記の構成に加えて、

上記照明パネル形成工程には、少なくとも陽極、発光領域を含む有機層、

および陰極をこの順で基板上に形成 した有機エレク ト口ル ミネッセンス素子

を上記発光素子として形成する有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程

が含まれており、

上記有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程では、両電荷輸送性材料

に発光 ドーパン トを ドープして上記発光領域を形成 し、上記陽極および上記

発光領域の間に、上記両電荷輸送性材料と電子阻止性材料とによって電子阻

止領域を形成 し、上記陰極および上記発光領域の間に、上記両電荷輸送性材

料と正孔阻止性材料とによって正孔阻止領域を形成 し、当該電子阻止領域お

よび当該正孔阻止領域のうち、少なくとも何れか一方を蒸着重合法によって

形成することが好ましい。

[0280] 上記の方法によれば、蒸着重合法という簡易な方法によって、安定 した電

子阻止領域、および正孔阻止領域を形成することができる。

[0281 ] また、本発明に係る照明装置の製造方法は、上記の構成に加えて、

上記照明パネル形成工程には、少なくとも陽極、発光領域を含む有機層、

および陰極をこの順で基板上に形成 した有機エレク ト口ル ミネッセンス素子

を上記発光素子として形成する有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程

が含まれており、

上記有機エレク トロル ミネッセンス素子形成工程では、上記有機層を構成



する材料の少なくとも1種類の材料を真空条件下で蒸着するのと同時に、あ

るいは蒸着した後に、熱処理を行なうことが好ましい。

[0282] また、上記の方法に加えて、本発明に係る照明装置の製造方法は、

上記照明パネル形成工程には、少なくとも陽極、発光領域を含む有機層、

および陰極をこの順で基板上に形成した有機エレク ト口ルミネッセンス素子

を上記発光素子として形成する有機エレク トロルミネッセンス素子形成工程

が含まれており、

上記有機エレク トロルミネッセンス素子形成工程では、上記有機層を構成

する材料の少なくとも1種類の材料を真空条件下で蒸着するのと同時に、あ

るいは蒸着した後に、紫外線を照射することが好ましい。

[0283] 上記の方法によれば、熱処理または紫外線照射によって、基板が加熱され

、反応が促進 し、 （1 ) 蒸着重合を完遂させることができ、なおかつ （2 )

重合度をコン トロールすることができる。さらに、熱処理によって、蒸着膜

内の分子配向を制御することもできる。

[0284] また、上記の方法に加えて、本発明に係る照明装置の製造方法は、

上記有機エレク トロルミネッセンス素子形成工程では、上記紫外線を照射

した後に、熱処理を行うことが好ましい。

[0285] 上記の方法によれば、紫外線照射によって基板が加熱され、反応が促進 し

、 （1 ) 蒸着重合を完遂させることができ、なおかつ （2 ) 重合度をコン ト

ロールすることができる。そして、熱処理をその後に行うことによって、蒸

着膜内の分子配向を制御することができる。

[0286] また、上記の方法に加えて、本発明に係る照明装置の製造方法は、

上記有機エレク トロルミネッセンス素子形成工程では、上記紫外線を照射

する時に、マスクを用いてパターン形成することが好ましい。

[0287] 上記の方法によれば、有機層の表面にパターンを形成する場合には、効率

的にパターニングすることができる。

産業上の利用可能性

[0288] 本発明に係る照明装置は、ブライン ド型照明装置として、例えば、オフィ



ス照明、店舗照明、または施設照明等の各種照明機器 と して好適に用 いるこ

とができる。

符号の説明

1 有機 E L 照明装置 （照明装置 )

2 へ ッ 卜ホ ッフス

3 昇降 コー ド （巻 き取 りコー ド)

4 ポ トム レー ル

5 分岐配線

6 ラダー コー ド （支持 コー ド）

7 口ッ ド （器具）

8 接続配線

9 導電配線

1 0 照明パネル

1 0 ' 有機 E L パネル

1 1 支持基板

1 1 ' フィルムテー プ

1 2 第一電極

1 3 有機 E L 層

1 4 第二電極

1 5 イ

1 6 空孔 （ガイ ド部）

1 7 第一基板

1 8 第二基板

1 9 樹脂

2 0 有機 E L 素子 （発光素子）

2 1 グ リップ

2 2 ロー ル

2 3 形成部



請求の範囲

[請求項 1] 電極が設 けられていて当該電極 に電圧が供給 され ることによって発

光す る発光素子 を有 している、帯状 をな した複数の照明パネル と、

上記複数の照明パネル を保持 し、上記複数の照明パネル同士がその

長軸方向を揃 えて平行に配列 している状態において、当該配列方向に

沿 って配設 されている巻 き取 りコ一 ドであって、当該配列の長 さを調

整す ることができるように構成 された巻 き取 りコー ドと、

上記複数の照明パネル を支 えつつ、当該照明パネルの表面角度 を可

変 させ る支持 コー ドと、

を備 えた照明装置であって、

上記支持 コ一 ドは、各照明パネルの長軸方向に沿 って対向す る 2 つ

の長辺の うちの一方の長辺側 において上記配列方向に沿 つて配設 され

る第 1 の コー ドと、当該第 1 の コー ドと対をな し、上記 2 つの長辺の

うちの他方の長辺側 において上記配列方向に沿 つて配設 され る第 2 の

コ 一 ドとを有 してお り、

上記第 1 の コー ドと上記第 2 の コー ドとはともに導電性 を有 してお

り、当該第 1 の コー ドおよび当該第 2 の コー ドの導電部分 と上記発光

素子に設 けられた上記電極 とが電気的に接続 してお り、

上記第 1 の コー ドには正極の電圧が印加 され るように、且つ、上記

第 2 の コー ドには負極の電圧が印加 され るように構成 されてお り、

上記発光素子の上記電極 は、陽極 および陰極であ り、

上記発光素子は、

上記支持 コ一 ドの上記第 1 の コー ドが配設 されている上記照明パ

ネルの上記一方の長辺側 に、上記陽極、および、上記陽極 と上記第 1

の コー ドとを電気的に接続す るための陽極側接続部が設 けられてお り

上記支持 コ一 ドの上記第 2 の コー ドが配設 されている上記照明パ

ネルの上記他方の長辺側 に、上記陰極、および、上記陰極 と上記第 2



の コー ドとを電気的に接続す るための陰極側接続部が設 けられている

ことを特徴 とす る照明装置。

[請求項 2 ] 上記対をな した第 1 の コー ドおよび第 2 の コー ドは、上記照明パネ

ルにおける上記長軸方向に沿 って所定の間隔をあけて複数設 けられて

いることを特徴 とす る請求項 1 に記載の照明装置。

[請求項 3 ] 上記照明パネルには、その長辺側の端部に沿 って、上記陽極側接続

部 も しくは上記陰極側接続部 と しての金属配線が配設 されていること

を特徴 とす る請求項 1 または 2 に記載の照明装置。

[請求項 4 ] 上記支持 コ一 ドの上記第 の コ一 ドおよび上記第 2 の コー ドはそれ

ぞれ、上記発光素子の上記電極 と接続す る分岐配線 を有 してお り、

上記支持 コ一 ドと上記分岐配線 との接点は固定 されていることを特

徵 とす る請求項 1 か ら 3 までの何れか 1 項に記載の照明装置。

[請求項 5 ] 上記発光素子は、可撓性の基板 を備 えていることを特徴 とす る請求

項 1 か ら 4 までの何れか 1 項に記載の照明装置。

[請求項 6] 各上記照明パネルは、短軸方向に沿 って湾曲 していることを特徴 と

す る請求項 1 か ら 5 までの何れか 1 項に記載の照明装置。

[請求項 7] 上記照明パネルは、上記発光素子の光出射面側 を凸状に して湾曲 し

ていることを特徴 とす る請求項 1 か ら 6 までの何れか 1 項に記載の照

明装置。

[請求項 8 ] 上記照明パネルは、上記発光素子の光出射面側 を凹状に して湾曲 し

ていることを特徴 とす る請求項 1 か ら 6 までの何れか 1 項に記載の照

明装置。

[請求項 9] 上記照明パネルは短軸方向に沿 って湾曲可能な構成 とな ってお り、

当該照明パネルの当該湾曲率 を調整す る調整手段 をさらに備 えている

ことを特徴 とす る請求項 1 か ら 8 までの何れか 1 項に記載の照明装置

[請求項 10 ] 上記発光素子は、複数の発光色 を有 してお り、当該発光色 ごとに、

独立 して駆動す ることができるように構成 されていることを特徴 とす



る請求項 1 か ら 9 までの何れか 1 項 に記載の照明装置。

上記電極 は陽極 および陰極であ り、当該陽極 および陰極の うち、光

の出射面 とは反対側 に位置す る電極 は、光反射性の材料 を含んでなる

ことを特徴 とす る請求項 1 か ら 1 0 までの何れか 1 項 に記載の照明装

置。

上記電極 は陽極 および陰極であ り、当該陽極 および陰極の うちの少

な くとも一方は透明電極であることを特徴 と していることを特徴 とす

る請求項 1 か ら 1 0 までの何れか 1 項 に記載の照明装置。

上記照明パネルは、対向す る 1 対の基板の間に、上記発光素子 を配

設 した構造 とな ってお り、

上記 1 対の基板の うち、光の出射側 とは反対側 に位置す る基板は、

光反射性の材料、または光反射性の表面を有す る材料か ら構成 されて

お り、

上記 1 対の基板の間隙部分は、光反射性の材料、または光反射性の

表面を有す る材料で封 じられていることを特徴 とす る請求項 1 か ら 1

2 までの何れか 1 項 に記載の照明装置。

上記発光素子は、その光出射面側 に、光拡散性 を有す る樹脂層 を有

していることを特徴 とす る請求項 1 か ら 1 3 までの何れか 1 項 に記載

の照明装置。

上記発光素子は、その光出射面側 に、光拡散性 を有す る光拡散板 を

有 していることを特徴 とす る請求項 1 か ら 1 3 までの何れか 1 項 に記

載の照明装置。

上記 1 対の基板の うち、光出射面側の基板が、光拡散性の材料で構

成 されていることを特徴 とす る請求項 1 3 に記載の照明装置。

上記発光素子は、その光出射面側 に、波長変換層 を有 していること

を特徴 とす る請求項 1 か ら 1 6 までの何れか 1 項 に記載の照明装置。

上記発光素子は、その光出射面側 に、円偏光板 を有 していることを

特徴 とす る請求項 1 か ら 1 7 までの何れか 1 項 に記載の照明装置。



[請求項 19] 上記発光素子は、その光出射面側 に、カラー フィル タを有 している

ことを特徴 とす る請求項 1 か ら 1 8 までの何れか 1 項 に記載の照明装

置。

[請求項20] 上記発光素子は、上記電極 と して陽極 および陰極 を有 している、有

機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子であ り、

上記有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子は、更に、電荷発生層 を有

していることを特徴 とす る請求項 1 か ら 1 8 までの何れか 1 項 に記載

の照明装置。

[請求項 2 1 ] 上記発光素子は、上記電極 と して陽極 および陰極 を有 している、有

機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子であ り、

上記陰極 は、マグネシウム と銀 とを 1 対 9 の割合で共蒸着 して形成

されてな り、

上記有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子は、フッ化 リチウムか らな

る電子注入層 を有 していることを特徴 とす る請求項 1 か ら 2 0 までの

何れか 1 項 に記載の照明装置。

[請求項22] 上記発光素子は、上記電極 と して陽極 および陰極 を有 している、有

機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子であ り、

上記有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子は、発光領域 を含む有機層

を有 してお り、当該有機層は、両電荷輸送性材料で構成 されているこ

とを特徴 とす る請求項 1 か ら 2 までの何れか 1 項 に記載の照明装置

[請求項23] 上記発光素子は、上記電極 と して陽極 および陰極 を有 している、有

機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子であ り、

上記発光領域 は、上記両電荷輸送性材料 に発光 ドーパ ン トを ドー プ

して形成 されてお り、

上記陽極 および上記発光領域の間に、上記両電荷輸送性材料 と電子

阻止性材料 とによって形成 された電子阻止領域 と、

上記陰極 および上記発光領域の間に、上記両電荷輸送性材料 と正孔



阻止性材料 とによって形成 された正孔阻止領域 と、

をさらに有 してお り、

上記電子阻止領域 を構成す る上記両電荷輸送性材料 は、上記発光領

域 を構成す る両電荷輸送性材料の最低空軌道 よ りも高 い最低空軌道 を

有 しているという第一条件、および上記正孔阻止領域 を構成す る上記

両電荷輸送性材料 は、上記発光領域 を構成す る両電荷輸送性材料の最

高被 占軌道 よ りも浅 い最高被 占軌道 を有 しているという第二条件

の うち、少な くとも何れかの条件 を満た していることを特徴 とす る請

求項 2 2 に記載の照明装置。

[請求項24] 上記発光素子に設 けられた上記電極 に対 して電圧 を供給す る供給源

である電源 を更に備 えてお り、

上記電源か ら、当該第 1 の コー ドと当該第 2 の コー ドとを介 して、

上記発光素子の上記電極 に対 して電圧 も しくは電流 を供給す ることが

できるように構成 されてお り、

上記電源か らの正極の電圧が上記第 1 の コー ドに印加 され、上記電

源か らの負極の電圧が上記第 2 の コー ドに印加 され るように構成 され

ていることを特徴 とす る請求項 1 か ら 2 3 までの何れか 1 項 に記載の

照明装置。

[請求項25] 電極が設 けられていて当該電極 に電圧が供給 され ることによって発

光す る発光素子 を有 している、帯状 をな した複数の照明パネル と、

上記複数の照明パネル を保持 し、上記複数の照明パネル同士がその

長軸方向を揃 えて平行に配列 している状態において、当該配列方向に

沿 って配設 されている巻 き取 りコ一 ドであって、当該配列の長 さを調

整す ることができるように構成 された巻 き取 りコー ドと、

上記複数の照明パネル を支 えつつ、当該照明パネルの表面角度 を可

変 させ る支持 コー ドと、

を備 えた照明装置の製造方法であって、

上記発光素子 を配設 した上記照明パネル を形成す る照明パネル形成



工程 と、

導電性 を有す る支持 コ一 ドを準備 し、当該支持 コ一 ドの導電部分 と

、上記発光素子の電極 とを接続す る接続工程 とを含み、

上記接続工程では、配列 している各照明パネルの長軸方向に沿 って

対向す る 2 つの長辺の うちの一方の長辺側 において上記配列方向に沿

つて配設 され る第 1 の コー ドと、当該第 1 の コー ドと対をな し、上記

2 つの長辺の うちの他方の長辺側 において上記配列方向に沿 って配設

され る第 2 の コー ドとを有す る上記支持 コ一 ドを準備 して、正極の電

圧が上記第 1 の コー ドに印加 され るように、且つ、負極の電圧が上記

第 2 の コ一 ドに印加 され るように配設 し、

上記照明パネル形成工程では、上記電極 と して陽極 および陰極 を有

した上記発光素子 を形成 し、上記支持 コ一 ドの上記第 1 の コー ドが配

設 されている上記照明パネルの上記一方の長辺側 に、上記陽極、およ

び、上記陽極 と上記第 1 の コー ドとを電気的に接続す るための接続部

を形成 し、上記支持 コ一 ドの上記第 2 の コー ドが配設 されている上記

照明パネルの上記他方の長辺側 に、上記陰極、および、上記陰極 と上

記第 2 の コー ドとを電気的に接続す るための接続部 を形成す ることを

特徴 とす る照明装置の製造方法。

[請求項 26] 上記照明パネル形成工程 には、少な くとも陽極、発光領域 を含む有

機層、および陰極 をこの順で基板上に形成 した有機 エ レク トロル ミネ

ッセ ンス素子 を上記発光素子 と して形成す る有機 エ レク トロル ミネ ッ

セ ンス素子形成工程が含まれてお り、

有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子形成工程 は、上記有機 エ レク ト

口ル ミネ ッセ ンス素子 を 口一 ル ツゥロール法によって形成す ることを

特徴 とす る請求項 2 5 に記載の照明装置の製造方法。

[請求項 27] 上記照明パネル形成工程 には、少な くとも陽極、発光領域 を含む有

機層、および陰極 をこの順で基板上に形成 した有機 エ レク トロル ミネ

ッセ ンス素子 を上記発光素子 と して形成す る有機 エ レク トロル ミネ ッ



セ ンス素子形成工程が含まれてお り、

上記有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子形成工程では、両電荷輸送

性材料 に発光 ドーパ ン トを ドー プ して上記発光領域 を形成 し、上記陽

極 および上記発光領域の間に、上記両電荷輸送性材料 と電子阻止性材

料 とによって電子阻止領域 を形成 し、上記陰極 および上記発光領域の

間に、上記両電荷輸送性材料 と正孔阻止性材料 とによつて正孔阻止領

域 を形成 し、当該電子阻止領域 および当該正孔阻止領域の うち、少な

< とも何れか一方 を蒸着重合法によって形成す ることを特徴 とす る請

求項 2 5 または 2 6 に記載の照明装置の製造方法。

[請求項28] 上記照明パネル形成工程 には、少な くとも陽極、発光領域 を含む有

機層、および陰極 をこの順で基板上に形成 した有機 エ レク トロル ミネ

ッセ ンス素子 を上記発光素子 と して形成す る有機 エ レク トロル ミネ ッ

セ ンス素子形成工程が含まれてお り、

上記有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子形成工程では、上記有機層

を構成す る材料の少な くとも 1 種類の材料 を真空条件下で蒸着す るの

と同時に、あるいは蒸着 した後に、熱処理 を行な うことを特徴 とす る

請求項 2 5 に記載の照明装置の製造方法。

[請求項29] 上記照明パネル形成工程 には、少な くとも陽極、発光領域 を含む有

機層、および陰極 をこの順で基板上に形成 した有機 エ レク トロル ミネ

ッセ ンス素子 を上記発光素子 と して形成す る有機 エ レク トロル ミネ ッ

セ ンス素子形成工程が含まれてお り、

上記有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子形成工程では、上記有機層

を構成す る材料の少な くとも 1 種類の材料 を真空条件下で蒸着す るの

と同時に、あるいは蒸着 した後に、紫外線 を照射す ることを特徴 とす

る請求項 2 5 に記載の照明装置の製造方法。

[請求項30] 上記有機 エ レク ト口ル ミネ ッセ ンス素子形成工程では、上記紫外線

を照射 した後に、熱処理 を行 うことを特徴 とす る請求項 2 9 に記載の

照明装置の製造方法。



[請求項 3 1 ] 上記有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子形成工程では、上記紫外線

を照射す る時に、マスクを用 いてパ ター ン形成す ることを特徴 とす る

請求項 2 9 に記載の照明装置の製造方法。
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Ltd . ) ,
0 7 June 2 0 0 2 ( 0 7 . 0 6 . 2 0 0 2 ) ,
paragraph s [ 0 0 0 1 ] , [ 0 0 3 8 ] ; fig . 2
( ami l y ： none )

J P 2 0 0 9 - 1 7 6 63 3 A ( Pana soni c E l ect r i c Wo rks 7 , 8
Co . , Ltd . ) ,
0 6 Augu s t 2 0 0 9 ( 0 6 . 0 8 . 2 0 0 9 ) ,
paragraph [ 0 0 ] ； fig . 1 5
( ami l y ： none )

J P 2 0 0 4 - 2 9 6 4 2 9 A (N i tto Denko Corp . ) , 1 4 , 1 5
2 1 Octobe r 2 0 0 4 ( 2 1 . 1 0 . 2 0 0 4 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 7 ] , [ 0 0 5 3 ] , [ 0 0 5 4 ] ； fig . 4
& US 2 0 0 5 / 0 1 4 2 3 7 9 A l & EP 1 5 4 8 8 5 6 A 2
& KR 1 0 - 2 0 0 5 - 0 0 6 6 9 7 0 A & CN 1 63 8 5 8 5 A

A J P 2 0 0 0 - 5 0 3 1 6 3 A ( Phi l i p s E l ectroni c s N . V . ) , 1 6
1 4 March 2 0 0 0 ( 1 4 . 0 3 . 2 0 0 0 ) ,
fig . I B
& US 5 9 5 5 8 3 7 A & EP 8 6 7 1 0 4 A
& W〇 1 9 9 8 / 0 1 7 0 8 3 A l & DE 6 9 7 1 7 5 9 9 D
& DE 6 9 7 1 7 5 9 9 T & TW 3 8 6 6 0 9 U
& CN 1 2 1 0 6 6 0 A

J P 2 0 0 3 - 2 7 2 8 6 0 A ( Junj i K DO ) 2 0
2 6 Septembe r 2 0 0 3 ( 2 6 . 0 9 . 2 0 0 3 )
fig . 1 8
& US 2 0 0 3 / 0 1 8 9 4 0 1 A l & US 2 0 0 7 / 0 1 8 2 3 1 7
& E P 1 3 5 1 5 5 8 A l & DE 6 0 3 0 6 5 7 0 D
& DE 6 0 3 0 65 7 0 T & AT 3 3 2 62 3 T
& CN 1 4 4 7 62 9 A & ES 2 2 6 8 1 92 T
& TW 2 7 1 1 1 9 B

J P 2 0 1 0 - 5 5 9 1 9 A (Se i k o Eps o n Co r p . ) , 2 1
1 1 a r c h 2 0 1 0 ( 1 1 . 0 3 . 2 0 1 0 ) ,
paragraph [ 0 0 4 8 ]
& US 2 0 1 0 / 0 0 5 1 9 7 3 A l & CN 1 0 1 6 6 1 9 9 7 A

J P 2005 - 1 63 03 6 A (Kibi Den shi Ko fun Yugen 2 2 , 2 3
Ko shi ) ,
2 3 June 2 0 0 5 ( 2 3 . 0 6 . 2 0 0 5 ) ,
paragraph [ 0 1 3 2 ]
& US 2 0 0 5 / 0 1 1 6 6 2 6 A l & TW 2 4 5 0 6 8 B
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Y J P 2 0 0 9 - 1 5 8 6 9 1 ( Sharp Co r p . ) , 2 7 - 3 1
1 6 July 2 0 0 9 ( 1 6 . 0 7 . 2 0 0 9 ) ,
paragraph [ 0 0 0 5 ]
( ami l y ： none )

Y J P 2 0 02 - 6 9 0 1 3 A (Korea Re s earch I n s t i tute o f 2 7 - 3 1
Chemi cal Te chno logy ) ,
0 8 March 2 0 0 2 ( 0 8 . 0 3 . 2 0 0 2 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 2 ] t o [ 0 0 1 4 ]
& US 2 0 02 / 0 0 1 8 9 12 A l & EP 1 1 7 02 73 A l
& DE 60 1 0 03 0 7 D & DE 6 0 1 0 0 3 0 7 T
& KR 1 0 - 2 0 0 2 - 0 0 0 3 7 7 0 A
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国際調 査報告 国際 出願 番 号 P C T J P 2 0 1 1 / 0 5 9 9 5 8

発 明の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. F21V23/00 (2006. 01) i ， F21V33/00 (2006. 01) i ，H01L51/50 (2006. 01) i ，H05B33/06 (2006. 01) i
H05B33/10 (2006. 01) i ，H05B33/26 (2006. 01) i ，F21Y105/00 (2006. 01) n

B . 調 査 を行 った分 野
調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. F21V23/00, F21V33/00, H01L51/50, H05B33/06, H05B33/10, H05B33/26, F21Y105/00

最小 限資料 以外 の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

日本 国実用新案公 報
日本 国公 開実用新案公 報
日本 国実用新案登録公 報
日本 国登録 実用新案公 報 221

ooo9
国際調 査 で使 用 した電子デ 、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調 査 に使 用 した用語 )

6111
年年年年

関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リ一 水 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請 求項 の番 号

Y J P 6 3 - 1 4 7 9 6 U (立川 ブ ラ イ ン ド工業株 式会社 ） 1 9 8 8 . 1 - 8 、 1 0 - 1

0 1 . 3 0 、第 5 頁 下 か ら 3 行 目乃 至 第 6 頁 第 1 1 行 目、第 4 図 （フ ア ミ 2 、 1 4 、 1 5 、

リー な し） 1 - 3 1

A 9 、 1 3 、 1 6

Y J P 2 0 0 9 - 2 6 6 8 0 4 A (財 団法 人 山形 県 産 業技 術 振 興機 構 ） 1 - 8 、 1 0 - 1

2 0 0 9 . 1 1 . 1 2 、段落 【0 0 2 5 】 2 、 1 4 、 1 5 、

& U S 2 0 0 9 / 0 2 4 3 5 1 4 A 1 1 - 3 1

& E P 2 1 0 7 8 5 8 A 2 & C N 1 0 1 5 5 3 0 6 1 A

c 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい る。 匚 パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す 「Τ 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由 を確 立す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用 、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
2 0 . 0 7 . 2 0 0 2 . 0 8 . 2 0

国際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 2 O 3 9

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
中 山 佳美

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 2 7

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 5 9 9 5 8

c (続 き） . 関連す ると認 められ る文献
引用文献の 関連す る
カテゴリ一 水 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項の番号

Y J P 2 0 0 1 - 8 2 0 5 8 A ( ソニー株式会社） 0 0 1 . 0 3 . 1 - 8 、 1 0 - 1

2 7 、図 1 (フ ァ ミ リー な し） 2 、 1 4 、 1 5 、

1 - 3 1

Y J P 5 8 - 1 8 2 9 9 U (立川 ブラィ ン ドエ業株式会社） 1 9 8 2 、 1 0

3 . 0 8 . 3 1 、第 1 図 (フ ァ ミ リー な し）

Y J P 2 0 0 2 - 1 6 1 7 0 A (松 下電工株式会社） 2 0 0 2 . 2 、 1 0

0 6 . 0 7 、 段落 【0 0 0 1 】、 【0 0 3 8 】、 図 2 ( フ ァ ミ リー な し）

Y J P 2 0 0 9 - 1 7 6 6 3 3 A (パ ナ ソニ ック電工株式会社） 2 乙 8

0 0 9 . 0 8 . 0 6 、段落 【0 0 4 4 】、図 1 5 ( フ ァ ミ リー な し）

Y J P 2 0 0 4 - 9 6 4 2 9 A ( 日東電工株式会社） 2 0 0 4 . 1 1 4 、 1 5

0 . 2 1 、段落 【0 0 1 7 】、 【0 0 5 3 】、 【0 0 5 4 】、図 4

& U S 2 0 0 5 / 0 1 4 2 3 7 9 A 1

& E P 1 5 4 8 8 5 6 A 2

& K R 1 0 - 0 0 5 - 0 0 6 6 9 7 0 A

& C N 1 6 3 8 5 8 5 A

A J P 2 0 0 0 - 5 0 3 1 6 3 A ( フ ィ リ ップ ス エ レク トロ二 タ ス 1 6

ネ ム ロー ゼ フ ェ ン ノー 卜シ ヤ ップ ） 2 0 0 0 . 0 3 . 1 4 、図 1 B

& U S 5 9 5 5 8 3 7 A & E P 8 6 7 1 0 4 A

& W O 1 9 9 8 / 0 1 7 0 8 3 A 1

& D E 6 9 7 1 7 5 9 9 D

& D E 6 9 7 1 7 5 9 9 T & T W 3 8 6 6 0 9 U
& C N 1 2 1 0 6 6 0 A

Y J P 2 0 0 3 - 7 8 6 0 A (城 戸 淳ニ） 2 0 0 3 . 0 9 . 2 2 0

6 、図 1 8

& U S 2 0 0 3 / 0 1 8 9 4 0 1 A 1

& U S 2 0 0 7 / 0 1 8 2 3 1 7 A 1
& E P 1 3 5 1 5 5 8 A 1 & D E 6 0 3 0 6 5 7 0 D

& D E 6 0 3 0 6 5 7 0 T & A T 3 3 2 6 2 3 T

& C N 1 4 4 7 6 2 9 A & E S 2 2 6 8 1 9 2 T

& T W 2 7 1 1 1 9 B

Y J P 2 0 1 0 - 5 5 9 1 9 A (セィ コ一エプ ソン株式会社） 2 0 1

1 0 . 0 3 . 1 1 、段落 【0 0 4 8 】

& U S 2 0 1 / 0 0 5 1 9 7 3 A 1

& C N 1 0 1 6 6 1 9 9 7 A

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C P 2 0 0 5 9 9 5 8

C (続 き） . 関連す ると認 められ る文献
引用文献の 関連す る
カテゴリー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項の番号

2 0 0 5 - 1 6 3 0 3 6 A (奇美電子股 ▲ ふん 1 有限公 司） 2 、 3

0 6 . 2 3 、段落 【0 1 3 2 】

U S 2 0 0 5 / 0 1 1 6 6 2 6 A 1

& T 2 4 5 0 6 8 B

Y P 2 0 0 9 5 8 6 9 1 A ( シ ャープ株式会社） 0 0 9 . 0 2 7 - 3

6 、段落 【0 0 0 5 】 ( フ ア ミ リーな し）

P 2 0 0 2 - 6 9 0 1 3 A (財 団法人韓國化學研究所） 2 0 0 2 7 - 3

2 0 3 . 0 8 、段落 【0 0 1 2 】乃至 【0 0 1 4 】

& U S 2 0 0 2 / 0 0 1 8 9 1 2 A 1

& E P 0 2 7 3 A & D E 6 0 1 0 0 3 0 D

& D E 6 0 1 0 0 3 0 7 T

& K R 1 0 - 2 0 0 2 - 0 0 0 3 0 A

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）
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